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一 般 会 計 

（予算事業別概要） 





（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００１ 項　　目　　名 法令事務費

予算書項目 法令事務費 ページ 29 所　　属　　名

総務部 
総務課年度 R4

一般会計 【問合せ先】法制係 0857-30-8103 

【１１次総の施策体系】0001　 

【事業の経過及び背景】 
　令和２年に提起された市役所窓口での職員の対応等が違法であることを主張する
５件の 損害賠償請求訴訟について、鳥取市の勝訴とする判決が令和４年11月14日に
確定した 。 

【事業の目的及び効果】 
　損害賠償請求事件の成功報酬を訴訟代理人弁護士に支払うもの 。

【事業の内容】 
　訴訟代理人弁護士への成功報酬　440千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 440 0 

総務管理費

目 一般管理費

補正前額 7,578 

要求額 440 

総務部長段階査定額 440 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 440 諸収入 0 

計 440 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００２ 項　　目　　名 新型コロナウイルス感染症対応職員費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 職員費（一般職） ページ 29 所　　属　　名

総務部 
職員課年度 R4

一般会計 【問合せ先】給与係 0857-30-8117

【１１次総の施策体系】0003

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、感染拡大防止に向けた対応や諸課題へ
の適切な措置等、事態に即した取り組みが必要となっている。

【事業の目的及び効果】
　新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、対応する職員の時間外勤務手当等を補
正し、緊急的対策として国の臨時交付金を活用した体制拡充を行うことにより、住
民生活の向上を図ることを目的とする。

【事業の内容】
　新型コロナウイルス感染症対応に係る時間外勤務手当等の増額。
　・時間外勤務手当　　　　 66,187千円
　・その他手当　　　　　　 13,661千円
　・会計年度任用職員報酬　　2,346千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 65,755 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 82,194 0 

総務管理費

目 一般管理費

補正前額 257,781 

要求額 82,194 

総務部長段階査定額 82,194 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 16,439 諸収入 0 

計 82,194 その他 0 

行財政改革課処理欄

- 13 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００３ 項　　目　　名 退職手当

予算書項目 退職手当 ページ 29 所　　属　　名

総務部 
職員課年度 R4

一般会計 【問合せ先】給与係 0857-30-8117

【１１次総の施策体系】0003

【事業の目的及び効果】
　職員の退職に伴い、当該職員の鳥取市在職期間等に応じて退職手当を支給するも
の。

【事業の内容】
　早期退職等の12人分の退職手当の増額　160,591千円

　※その他財源の諸収入は、退職手当負担金

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 160,591 0 

総務管理費

目 一般管理費

補正前額 450,462 

要求額 160,591 

総務部長段階査定額 160,591 

地方債 0 0 

その他 13,199 0 

一般財源 147,392 諸収入 13,199 

計 160,591 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００４ 項　　目　　名 本庁舎光熱水費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 31 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R4

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131 

【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】
　本庁舎における光熱水費のうち電気代とガス代が原油価格高騰や円安の進行など
の影響により 値上がりを続けている。

【事業の目的及び効果】
　燃料費高騰などに伴い不足する本庁舎の電気代・ガス代を増額し、適切な管理運
営を行う。

【事業の内容】 
　電気代の増額　9,837千円
　ガス代の増額　6,497千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 16,334 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 35,078 

要求額 17,002 

総務部長段階査定額 16,334 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 16,334 諸収入 0 

計 16,334 その他 0 

行財政改革課処理欄

- 14 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００５ 項　　目　　名 本庁舎電話関係費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 31 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R4

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131 

【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】
　本庁舎における電話代が架電件数の増加や架電先が携帯電話となる件数の増加な
どの影響により 増加している。

【事業の目的及び効果】
　不足する本庁舎の電話代を増額することにより、適切な管理運営を行う。

【事業の内容】 
　電話代の増額　2,243千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,243 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 10,188 

要求額 2,548 

総務部長段階査定額 2,243 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,243 諸収入 0 

計 2,243 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００６ 項　　目　　名 駅南庁舎光熱水費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 31 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R4

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131 

【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】
　駅南庁舎における光熱水費のうち電気代とガス代が原油価格高騰や円安の進行な
どの影響により 値上がりを続けている。

【事業の目的及び効果】
　燃料費高騰などに伴い不足する駅南庁舎の電気代・ガス代を増額し、適切な管理
運営を行う。

【事業の内容】 
　電気代の増額　15,717千円
　ガス代の増額　 5,783千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 21,500 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 47,511 

要求額 21,500 

総務部長段階査定額 21,500 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 21,500 諸収入 0 

計 21,500 その他 0 

行財政改革課処理欄

- 15 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００７ 項　　目　　名 本庁舎等管理費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 庁舎管理費 ページ 31 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R4

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131 

【１１次総の施策体系】2401 

【事業の経過及び背景】 
　未だ収束しない新型コロナウイルス感染症について、引き続き感染拡大防止の対
策が求められている。 

【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、不足する保健所の電話料金等を増
額し、迅 速で適切な対応を図り、安心安全な市民生活を確保する。 

【事業の内容】 
　陽性者コンタクトセンター他専用回線電話代　　2,193千円
 　架電件数急増に伴う携帯電話端末の増台（35台）　501千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,155 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,694 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 12,000 

要求額 2,694 

総務部長段階査定額 2,694 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 539 諸収入 0 

計 2,694 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００８ 項　　目　　名 車両維持管理費

予算書項目 車両管理費 ページ 31 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R4

一般会計 【問合せ先】財産政策第二係 0857-30-8132

【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】
　公用車燃料費が原油価格高騰や円安の進行などの影響により 値上がりを続けてい
る。

【事業の目的及び効果】
　不足する公用車燃料費を増額し、適切な管理運営を行う。

【事業の内容】 
　公用車燃料費の増額　　　　　　　274千円
　決算見込みによる人件費の減額　▲102千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 172 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 52,073 

要求額 172 

総務部長段階査定額 172 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 172 諸収入 0 

計 172 その他 0 

行財政改革課処理欄

- 16 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００９ 項　　目　　名 財産管理事務費

予算書項目 事務費等 ページ 31 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R4

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131 

【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】
　令和２年９月に久松山山頂ロープウェイで使用していたコンデンサに高濃度ＰＣ
Ｂが使用されていることが判明した。高濃度ＰＣＢ処理期限経過後の発見により対
応については環境省からの指示待ちの状態だったが、令和４年７月に豊田市の施設
での受け入れ処分が決まり、令和４年９月にその施設より年明けを目途に搬入の指
示があったもの。

【事業の目的及び効果】
　人の健康・環境への有害性が確認されているＰＣＢを確実に処理することで市民
の健康の保護及び生活環境の保全を図る。

【事業の内容】 
　高濃度ＰＣＢ収集運搬・処分費　1,084千円
　決算見込みによる人件費の減額　▲416千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 668 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 18,703 

要求額 668 

総務部長段階査定額 668 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 668 諸収入 0 

計 668 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総０１０ 項　　目　　名 ふるさと納税推進事業費

予算書項目 税務事務費 ページ 33 所　　属　　名

総務部 
資産活用推進課年度 R4

一般会計 【問合せ先】ふるさと納税係 0857-30-8137 
【１１次総の施策体系】0003 
【事業の経過及び背景】 
　「ふるさと納税」制度は、都市部と地方の税収格差是正を目的に平成20年度創
設。納税者 がふるさとや応援する地方公共団体に寄附した際、個人住民税から寄附
金の一部が控除さ れる。「企業版ふるさと納税」制度は、地方創生の取組活性化を
目的に平成28年度創設。 企業が地方公共団体の行う地方創生の取組に対し寄附した
際、税額が控除される。 

【事業の目的及び効果】 
　「ふるさと納税」制度のＰＲと制度を利用した本市への寄附者及び寄附金額の増
加を図る ため、パンフレット作成や各種ＰＲを行い、寄附者へのお礼の品として地
元企業等の協賛 による「鳥取ふるさとプレゼント」を進呈することで地元産品のＰ
Ｒを併せて行う。また 、令和３年度より国の認定を受けて「企業版ふるさと納税」
の受付を開始した。制度のＰ Ｒを行い、企業からの寄附を募ることで地方創生の推
進を図る。 

【事業の内容】 
　当初見込みを上回る寄付金額及び件数が見込まれるため、寄附者へのお礼の品と
して進呈している「鳥取ふるさとプレゼント」に係る報償費など必要な経費を計上
する。
　＜ふるさと納税による寄附件数及び寄附金額＞
　令和２年度　24,842件　452,755千円　　令和３年度　26,938件　605,468千円
　令和４年度　30,000件　750,000千円（見込）
　※令和４年度10月末時点実績
　　19,108件（前年度同月比102.6％） 384,935千円（前年度同月比131.7％）
　＜企業版ふるさと納税による寄附件数及び寄附金額＞
　令和３年度　６件　18,200千円　　令和４年度　３件　1,200千円（見込）

　※その他財源の諸収入は、ふるさと納税出店料

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 120,488 0 

徴税費

目 税務総務費

補正前額 232,337 

要求額 120,488 

総務部長段階査定額 120,488 

地方債 0 0 

その他 15,660 0 

一般財源 104,828 諸収入 15,660 

計 120,488 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

税００１ 項　　目　　名 固定資産評価審査委員会費

予算書項目 固定資産評価審査委員会費 ページ 33 所　　属　　名

総務部税務・債権管理局 
市民税課年度 R4

一般会計 【問合せ先】税制係 0857-30-8142 

【１１次総の施策体系】0003 

【事業の経過及び背景】 
　地方税法第423条による固定資産評価審査委員会の設置及び運営に係る経費。 

【事業の目的及び効果】 
　固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服審査を独立した中立的な機関で
ある審 査委員会に担わせ、中立で公正にまた慎重に審査を行うことにより納税者の
権利を保護す る。 
　固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服の審査決定。 

【事業の内容】 
①鳥取市固定資産評価審査委員会が令和４年２月に行った審査申出に係る決定に
　対して提起された取消訴訟についての訴訟代理人弁護士費用  　880千円
②審査委員会開催回数の増（３回⇒５回）による委員報酬　　　　 42千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 922 0 

徴税費

目 税務総務費

補正前額 1,510 

要求額 922 

総務部長段階査定額 922 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 922 諸収入 0 

計 922 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

税００２ 項　　目　　名 還付金

予算書項目 還付金 ページ 35 所　　属　　名

総務部税務・債権管理局 
収納推進課年度 R4

一般会計 【問合せ先】管理・企画係 0857-30-8161 

【１１次総の施策体系】0003 

【事業の目的及び効果】
　還付金は、調定額が申告等により遡って減額され、納付した金額の方が多くなっ
た場合、また錯誤により納め過ぎとなった場合に差額を還付するもの。特に法人市
民税は中間申告制度があり、業績により中間納付額が確定納付額を超える場合、過
納金を還付する。
　還付加算金は、過誤納金を還付する際に上乗せする利息相当分。

【事業の内容】
　事業費実績見込みによる還付金及び還付加算金の増。

　令和４年度還付金（還付加算金含む）
　　４－10月（実績）　78,777千円
　　10－３月（見込）　15,374千円
　　合　　計（見込）　94,151千円（補正額7,151千円）

　※還付金の実績（過去３年）
　　市民税(個人・法人)、固定資産・都市計画税、軽自動車税の還付金及び還付
　　加算金
　　　令和元年度　　　97,432千円
　　　令和２年度　　　85,652千円
　　　令和３年度　　 103,636千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 7,151 0 

徴税費

目 賦課徴収費

補正前額 87,000 

要求額 7,151 

総務部長段階査定額 7,151 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 7,151 諸収入 0 

計 7,151 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 223 諸収入 0 

計 373 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 373 0 

社会福祉費

目 人権推進総務費

補正前額 0 

要求額 373 

総務部長段階査定額 373 

一般会計 【問合せ先】政策推進・啓発係 0857-30-8071 

【１１次総の施策体系】1401 

【事業の経過及び背景】 
　犯罪被害者及びその家族や遺族（犯罪被害者等）の人権は、誰もが犯罪被害者と
なる可能性がある中、社会全体で守り支えていく必要がある。犯罪被害者等の権利
利益の保護のため、平成16年「犯罪被害者等基本法」の制定、平成20年「犯罪被害
者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律」の改正があり、国の
犯罪被害者等給付金などの経済的支援制度が整えられてきた。また、令和２年には
第４次犯罪被害者等基本計画が改訂され、地方公共団体において犯罪被害者等への
充実した支援が求められている。
　こうした中、犯罪被害者等が受けた犯罪被害直後の予期しない経済的負担を軽減
し、犯罪被害による生活困窮の防止と、国の犯罪被害者等給付金では対応できない
即応的な生活支援を行うため、「犯罪被害者等見舞金制度」を創設し見舞金を支給
する。

【事業の目的及び効果】 
　「犯罪被害者等見舞金」を支給することで、犯罪被害者等が受けた犯罪被害直後
の予期しない経済的負担を軽減し、犯罪被害による生活困窮の防止と即応的な生活
支援を行う。

【事業の内容】 
　犯罪被害者等見舞金（遺族見舞金・傷害見舞金）
　・遺族見舞金　30万円／件
　※支給に関する経費については、「鳥取県犯罪被害者等見舞金給付補助金」によ
り補助率1/2で措置。
（鳥取県犯罪被害者等見舞金給付補助金）
　　事業主体：市町村
　　補 助 率：1/2 (遺族見舞金／上限15万円、傷害見舞金／上限５万円)

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 150 0 

人００１ 項　　目　　名 犯罪被害者支援事業費

予算書項目 犯罪被害者支援事業費 ページ 41 所　　属　　名

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,086 諸収入 0 

計 2,086 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,086 0 

社会福祉費

目 人権福祉センター管理費

補正前額 13,081 

要求額 2,086 

総務部長段階査定額 2,086 

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１１次総の施策体系】1401 

【事業の経過及び背景】 
　物価高騰の影響により、光熱費や消耗品費が増加しており予算が不足する見込で
ある。また、地域における人権啓発及び福祉活動の拠点となる人権福祉センターが
老朽化し、施設修繕が必要となっている。

【事業の目的及び効果】 
　人権啓発及び福祉活動の拠点として設置された人権福祉センターを適正に管理す
るため、管理運営に係る経費を計上する。 

【事業の内容】 
　各人権福祉センターの運営、施設修繕に係る経費。
　・コピー代の増額
　・燃料費高騰に伴う光熱費の増額
　・西人権福祉センター 非常誘導施設修繕
　　国府人権福祉センター 漏水に伴う修繕
　　気高人権福祉センター 天井崩落に伴う修繕 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

人００２ 項　　目　　名 人権福祉センター管理費

予算書項目 管理運営費 ページ 43 所　　属　　名

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,179 諸収入 0 

計 1,179 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,179 0 

社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

補正前額 5,652 

要求額 1,179 

総務部長段階査定額 1,179 

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１１次総の施策体系】1401　 

【事業の経過及び背景】
　物価高騰の影響により電気・ガスの光熱費が増加し予算が不足する見込。

【事業の目的及び効果】 
　人権啓発および福祉活動の拠点として設置された鳥取市人権交流プラザの安全な
管理運営を行い、市民の交流促進、人権が尊重される社会の実現に資する。 

【事業の内容】 
　燃料費高騰に伴う光熱費の増額。

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

人００３ 項　　目　　名 人権交流プラザ管理運営費

予算書項目 ページ 43 所　　属　　名

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 39 諸収入 0 

計 153 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 153 0 

社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

補正前額 16,376 

要求額 153 

総務部長段階査定額 153 

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１１次総の施策体系】1201（実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】 
　平成27年度から実施。令和元年度まで生活福祉課、令和２年度から人権推進課予
算。令和４年度からは重層的支援体制整備事業の包括的相談支援事業として実施し
ている。コロナ禍により生活困窮者等の相談件数や時間が増加している。

【事業の目的及び効果】 
　生活保護に至る前の段階の自立強化を図るため、生活困窮者(就労の状況、心身
の状況、地域社会との関係性その他の事情により、現に経済的に困窮し、最低限度
の生活を維持することができなくなるおそれのある者)からの相談に応じ、必要な
支援を行う。

 【事業の内容】 
　・困窮者支援に係る時間外勤務手当の増額
　・コピー代の増額

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 114 0 

人００４ 項　　目　　名 生活困窮者自立相談支援事業費

予算書項目 地域共生社会推進・生活困窮等包括的支援事業費 ページ 43 所　　属　　名

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 616 諸収入 0 

計 616 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 616 0 

総務管理費

目 諸費

補正前額 17,479 

要求額 616 

総務部長段階査定額 616 

一般会計 【問合せ先】防災支援係 0857-30-8034 

【１１次総の施策体系】3101（実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】 
　災害発生時に本市が行う業務として、避難所運営や仮設住宅管理、罹災証明書 の
発行・管理などが考えられる。これらの被災者支援業務を迅速に実施するために
は、業務を担当する各課横断の被災者台帳システムを構築し、効率化を図る必 要が
ある。 
　本市では平成24年度に地方公共団体情報システム機構（J-LIS）提供の被災者支
援システムを導入している。しかし、現状のサーバOS・システム本体のバージョン 
は導入当初の状態であり、セキュリティ対策や罹災証明書の統一化への対応等に課
題がある。 

【事業の目的及び効果】 
　現状のシステムを最新版に更新することで、迅速かつ効率的な被災者支援を実施
し、災 害からの早期復興を円滑に行うことを目的とする。 
　システムを継続的に更新し、迅速かつ効率的な被災者支援を実施する。

【事業の内容】 
　被災者支援システム更新業務　616千円 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

危００１ 項　　目　　名 総合防災対策事業費

予算書項目 総合防災対策費 ページ 33 所　　属　　名

危機管理部 
危機管理課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

企００１ 項　　目　　名 環境大学運営費交付金

予算書項目 公立大学法人運営事業費 ページ 31 所　　属　　名

企画推進部 
政策企画課年度 R4

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-30-8012 

【１１次総の施策体系】1102（実施計画事務事業） 

【事業の経過及び背景】 
　令和２年度から始まった高等教育の修学支援新制度（高等教育の無償化）によ
り、低所得者世帯に 対し、大学等における修学の支援を行い、経済的負担を軽減す
ることにより、子どもを安 心して生み、育てることができる環境の整備、少子化の
進展への対処を行っている。 

【事業の目的及び効果】 
　高等教育の修学支援新制度における授業料減免対象者の増加及び突発的な家計急
変によって 想定される学生に対する修学支援を行う。 

【事業の内容】 
　鳥取県とともに共同設置した公立大学法人鳥取環境大学の修学支援新制度（高等
教育の 無償化）について、鳥取環境大学の授業料無償化（減免）にかかる経費を、
運営費交付金 として交付する。  

○事業費　 
　11,478千円　うち市負担額5,739千円（負担割合：県1/2、市1/2）　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,739 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 533,674 

要求額 5,739 

総務部長段階査定額 5,739 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 5,739 諸収入 0 

計 5,739 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,633 諸収入 0 

計 1,633 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,633 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 40,669 

要求額 1,633 

総務部長段階査定額 1,633 

一般会計 【問合せ先】国際交流プラザ 0857-31-3253 

【１１次総の施策体系】1404 

【事業の経過及び背景】 
　平成９年４月に、国際交流プラザと湖山西地区公民館の複合施設として「学習・ 
交流センター鳥取」がオープンし、施設管理等を国際交流プラザが行っている。 

【事業の目的及び効果】 
　「学習・交流センター鳥取」を適正に管理運営することにより、施設の機能維持
を図ることで、市民に学習と交流の場を提供する。

【事業の内容】 
①燃料費高騰に伴う光熱費の増額（電気代及びガス代）　963千円
②加圧給水ポンプの更新　670千円
（学習・交流センター全館に送水する重要なポンプ）

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

企００２ 項　　目　　名 学習・交流センター施設管理費

予算書項目 学習・交流センター施設管理費 ページ 31 所　　属　　名

企画推進部
文化交流課　国際交流プラザ年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

企００３ 項　　目　　名 有線テレビジョン放送施設管理費

予算書項目 有線テレビジョン放送施設管理費 ページ 31 所　　属　　名

企画推進部 
情報政策課年度 R4

一般会計 【問合せ先】情報政策係 0857-30-8026 

【１１次総の施策体系】2405 

【事業の経過及び背景】
　本市が所有する有線テレビジョン放送施設の適正な運営と維持管理を行う。

【事業の目的及び効果】　　　 
　有線テレビジョン放送施設の維持管理等。　 
　（１）局舎等敷地賃借料 
　（２）自営柱借地料 
　（３）電柱共架料及び共架調査費 
　（４）伝送路等管理・修繕業務の委託 
　（５）コミュニティデータ放送システム業務の利用 
　（６）電気代（サブセンター・伝送路（合併地域）） 
　（７）伝送路の移設 
　（８）伝送路無停電装置バッテリー交換 
　（９）伝送路の監視 
　（10）伝送路設備の更新 

【事業の内容】
①燃料費高騰に伴う電気代の増額　4,843千円
（CATV伝送路(HFC)PS柱及び国府サブセンター設備の電気代）

②新規補償工事の追加に伴うCATV設備移設の増額　2,492千円
（移転補償分：県道小河内加茂線改良工事に伴うCATV設備移設ほか２件）
　※補償工事のため、全額県費

　※その他財源の諸収入は、CATV線移設県補てん金

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 7,335 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 106,994 

要求額 7,335 

総務部長段階査定額 7,335 

地方債 0 0 

その他 2,492 0 

一般財源 4,843 諸収入 2,492 

計 7,335 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,775 諸収入 0 

計 2,775 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,775 0 

総務管理費

目 交通対策費

補正前額 7,495 

要求額 2,775 

総務部長段階査定額 2,775 

一般会計 【問合せ先】市民活動係 0857-30-8177 

【１１次総の施策体系】3102（実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】 
　交通安全指導員は、道路交通の安全保持と交通安全運動を推進するために昭和43
年11月に特別職として設置した。令和２年度からは、地方公務員法の制度改正によ
り、有償ボランティアとして委嘱している。
　交通安全対策協議会等と連携し交通安全対策の推進に努めている。 

【事業の目的及び効果】 
　交通安全指導員の活動により、通学する児童等の安全通行や地域住民 の交通安全
意識の向上など、道路交通の安全保持や交通安全運動の推進を図る。 

【事業の内容】 
　交通安全指導員は、鳥取市交通安全指導員設置要綱に基づき、その活動を行うに
あたっ ては制服を着用することになっている。令和５年度の指導員更新にあたり、
新規に委嘱す る人数分の制服等（帽子、制服、ヘルメット）を製作する費用。制服
製作に約１か月を要 するため、４月の新学期の立哨活動に支障がでないように事前
に準備するもの。 

　交代予定人数：20名（男性15名、女性５名） 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

市００１ 項　　目　　名 交通安全対策費

予算書項目 交通安全対策費 ページ 31 所　　属　　名

市民生活部 
協働推進課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 9,242 諸収入 0 

計 9,242 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 9,242 0 

社会教育費

目 公民館費

補正前額 117,358 

要求額 15,441 

総務部長段階査定額 9,242 

一般会計 【問合せ先】地区公民館係 0857-30-8178 

【１１次総合の施策体系】1405 

【事業の経過及び背景】 
　60地区公民館と1分館の施設の維持管理を行うため、例年計上しているもの。 

【事業の目的及び効果】 
　地区公民館を良好に管理することで、地域住民が気軽に集い生涯学習事業、コ
ミュニテ ィ活動が円滑に実施できる環境を整えることを目的としている。 

【事業の内容】 
　燃料費高騰に伴う地区公民館の光熱費の増額。

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

市００２ 項　　目　　名 地区公民館施設管理費

予算書項目 地区公民館施設管理費 ページ 71 所　　属　　名

市民生活部 
協働推進課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 80 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 80 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 80 0 

清掃費

目 清掃総務費

補正前額 542 

要求額 80 

総務部長段階査定額 80 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8091 

【１１次総の施策体系】3201（実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】 
　可燃ごみの大部分を占める生ごみの減量化施策として、家庭用生ごみ堆肥化容器
等の購 入に対して補助を行っている。講習会の実施、チラシ配布等により啓発を図
るとともに、令和３年度に補助対象項目を拡充し、さらなるごみの減量化を目指し
ている。

【事業の目的及び効果】
　ごみ減量のキーワード「４Ｒ（リフューズ、リデュース、リユース、リサイク
ル）」を 市民に浸透させ、ごみの減量化を推し進める。 

【事業の内容】 
　家庭用生ごみ堆肥化容器等の購入費用に対して交付する補助金の増額。

　○ごみ減量化推進事業 
　・生ごみ堆肥化に取り組む家庭に対し、生ごみ堆肥化容器及び基材の購入費を一
　　部補助（それぞれ4,000円と2,000円を上限に購入費の2/3を補助）
　・段ボールコンポストの作り方や施設見学など「４Ｒ」についての講習会を実施
　　し、チラシなどを配布して啓発している。 

　※その他財源の手数料は、家庭系ごみ処理手数料

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 80 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

環００１ 項　　目　　名 ごみ減量化推進事業費

予算書項目 ごみの減量化及び再資源化対策費 ページ 53 所　　属　　名

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 114 諸収入 0 

計 114 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 114 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 467 

要求額 114 

総務部長段階査定額 114 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211

【１１次総の施策体系】1202（実施計画関連事業）

【事業の経過及び背景】
　市町村は、介護保険法第117条に基づき３年を１期とする「市町村介護保険事業
計画」を定めるものとされており、当該計画は老人福祉法第20条の８第１項に基づ
く「市町村老人福祉計画」と一体的に作成することとされている。
　また、市町村介護保険事業計画は進捗管理を行い、取組みや目標達成に向けた活
動を継続的に実施し、改善しながら推進することとされている。

【事業の目的及び効果】
　令和３年度から令和５年度までの３年を計画期間とする「第８期鳥取市介護保険
事業計画・高齢者福祉計画」の進捗管理等を行うための各種会議を開催し、本市の
介護保険事業及び高齢者福祉施策を推進する。

【事業の内容】
　「第８期鳥取市介護保険事業計画・高齢者福祉計画」に向けた「在宅介護実態調
査」を実施するため。

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００１ 項　　目　　名 介護保険事業計画・高齢者福祉計画推進事業費

予算書項目 介護保険事業計画・高齢者福祉計画推進事業費 ページ 37 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 283 諸収入 0 

計 283 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 283 0 

社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 529 

要求額 283 

総務部長段階査定額 283 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211

【１１次総の施策体系】1202

【事業の経過及び背景】
　全国健康福祉祭（愛称：ねんりんピック）は、スポーツ、文化の交流大会や健康
や福祉に関する多彩なイベントを通じ、高齢者を中心とする国民の健康保持・増
進、社会参加、生きがいの高揚を図り、ふれあいと活力ある長寿社会の形成に寄与
するため、毎年各県で開催されている。令和６年度に鳥取県で開催。

【事業の目的及び効果】
　高齢化社会を迎える中、高齢期の方をはじめ誰もがのびのびと、そして活き活き
とスポーツや文化活動に親しめるよう、また鳥取の豊かな自然、食、おいしい空気
の中で各地域から全国へ世代を超えて交流の輪が広がることを目的に開催する。

【事業の内容】
　令和６年に開催される、ねんりんピックはばたけ鳥取2024大会の準備を行うた
め、令和５年度に鳥取市実行委員会を設立する必要がある。
　年度当初の設立に向けて、物品調達等準備を行う。

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００２ 項　　目　　名 ねんりんピック推進事業費

予算書項目 ねんりんピック推進事業費 ページ 39 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,332 諸収入 0 

計 4,332 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,332 0 

他会計繰出

目 介護保険費特別会計へ繰出

補正前額 2,898,082 

要求額 4,332 

総務部長段階査定額 4,332 

一般会計 【問合せ先】介護保険係 0857-30-8212

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　本市は介護保険法に基づき介護保険事業を実施している。

【事業の目的及び効果】
　介護保険の円滑な運営を確保し、市民（被保険者）の保健医療の向上及び福祉の
増進を図る。

【事業の内容】
　介護保険法第124条等に基づく介護保険費特別会計への繰出金

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００３ 項　　目　　名 介護保険費特別会計へ繰出

予算書項目 介護保険費特別会計へ繰出 ページ 47 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 218 0 

一般財源 546 諸収入 218 

計 764 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 764 0 

保健衛生費

目 健康対策費

補正前額 18,605 

要求額 764 

総務部長段階査定額 764 

一般会計 【問合せ先】鳥取市中央包括支援センター 0857-20-3457

【１１次総の施策体系】1301（実施計画関連事業）

【事業の経過及び背景】
　高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細やかな支援を実施するため保健・医
療・介護の連携した取組が不可欠となってきている。令和２年４月医療保険制度の
適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律の施行に伴
い、高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業の取り組みが推進されている。

【事業の目的及び効果】
　介護保険の地域支援事業と国民健康保険及び後期高齢者医療保険の保健事業を一
体的に実施することで、多様化する高齢者の課題に迅速かつ効果的にアプローチ
し、特にフレイル（心身の虚弱）予防対策に着目した支援を通して地域で活躍する
元気な高齢者の増加を図る。

【事業の内容】
・人件費の決算見込みによる補正
・車両借上料（入札結果に対応するもの）の増額

　※その他財源の諸収入は、後期高齢者医療広域連合からの委託料

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００４ 項　　目　　名 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業費

予算書項目 保健・介護予防事業の一体的推進事業費 ページ 49 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 210 諸収入 0 

計 836 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 836 0 

社会福祉費

目 身体障がい者福祉費

補正前額 90,615 

要求額 836 

総務部長段階査定額 836 

一般会計 【問合せ先】自立支援係 0857-30-8455

【１１次総の施策体系】1203

【事業の経過及び背景】
　在宅の重度障がい者（児）に対し、経済的負担への援護措置を目的として、手当
を支給する事業。 障がい者（児）の生活の基盤となる所得保障制度を確立するた
め開始された。

【事業の目的及び効果】
　重度の障がいが重複し日常生活において常時特別の介護を必要とする者に対し
て、その障がいがゆえに生ずる特別の負担の一助として手当を支給することによ
り、重度障がい者（児）の福祉の向上を図る。（施設入所中や３か月を超えて入院
している方等は該当しない場合あり。所得制限あり。）

【事業の内容】
　20歳以上の者には特別障害者手当、20歳未満の者には障害児福祉手当、昭和50年
の改正法施行の際に福祉手当の給付を受けていた者で特別障害者手当等の支給を受
けることが出来ない者については経過措置に係る福祉手当を給付する。
　補正理由は、特別障害者手当受給者の実績見込みによる扶助費の増額。
　・特別障害者手当　月額27,300円
　・障害児福祉手当　月額14,850円
　・経過的福祉手当　月額14,850円　　　　　※令和４年４月１日より額改定

　財源：国3/4、市1/4

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 626 0 

福００５ 項　　目　　名 特別障害者手当費

予算書項目 特別障害者手当費 ページ 39 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,027 諸収入 0 

計 12,100 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 12,100 0 

社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 46,193 

要求額 12,100 

総務部長段階査定額 12,100 

一般会計 【問合せ先】自立支援係 0857-30-8218

【１１次総の施策体系】1203

【事業の経過及び背景】
　補装具費支給制度は、補装具を必要とする身体障がい者（児）に対し、補装具費
の支給を行うものである。

【事業の目的及び効果】
　身体の障がいを補うため補装具費（購入・修理・借受け）の支給を行い、日常生
活及び職業生活を容易にする。利用者負担は原則１割となり、残りの９割を支給す
る。

【事業の内容】
　令和３年度において申請があった補装具について、新型コロナウイルス等の影響
により、補装具の作成に必要な部品の供給が滞り、当該年度内に給付できないもの
があった。
　令和３年度後半から部品の供給が増加したことにより、令和４年度当初に請求が
集中し、支出額が高額となったことによる実績見込みの増額。

　財源：国1/2、県1/4、市1/4

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,073 0 

福００６ 項　　目　　名 補装具給付費

予算書項目 補装具給付費 ページ 41 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 764 諸収入 0 

計 3,053 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,053 0 

社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 14,196 

要求額 3,053 

総務部長段階査定額 3,053 

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-30-8217

【１１次総の施策体系】1203

【事業の経過及び背景】
　成年後見制度は、精神上の障がいにより判断能力が十分でない方（知的障がいの
ある方・精神障がいのある方）について、本人の預貯金や不動産などの財産管理、
又は介護、施設への入退所手続きなどの身上監護を、本人に代わって法的に権限を
与えられた者がするものである。制度改正により親族による法定後見の審判請求が
行えない場合には、市町村長による後見開始の申し立てができることとされた。

【事業の目的及び効果】
　知的障がいのある方や精神障がいのある方などで判断力が十分でない人が一方的
に自分に不利な契約を結ばないように、裁判所から選任された人（成年後見人等）
が本人の不十分な判断能力を補い保護することにより、本人の権利を守る。

【事業の内容】
　成年後見制度利用者の増に伴う報酬助成金の増額。

　財源：国1/2、県1/4、市1/4

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,289 0 

福００７ 項　　目　　名 障がい者成年後見制度利用支援事業費

予算書項目 地域生活支援事業費 ページ 41 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,699 諸収入 0 

計 7,963 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 7,963 0 

社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 2,654 

要求額 7,963 

総務部長段階査定額 7,963 

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-30-8217

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染者は鳥取県東部圏域でも日々確認されており、収束には
まだ時間がかかる。障害福祉サービス施設で発生した場合でも、引き続きサービス
提供を継続できる体勢を整えておく必要がある。

【事業の目的及び効果】
　障害福祉サービス施設において新型コロナウイルス感染者が発生した場合にサー
ビス継続のために必要な経費の補助を行う。

【事業の内容】
　障害福祉サービス施設における新型コロナウイルス感染者の増加により、かかり
増し人件費や消毒液等の購入に要した経費が増加したことによる補助金の増。
　本事業は本年度より開始したものであり、当初は９事業所からそれぞれ１サービ
ス（計９サービス）での申請を想定していたが、新型コロナウイルス感染者増加の
影響により、14事業所から24サービスでの申請見込みとなったことによる補助額の
増加。

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,264 0 

福００８ 項　　目　　名 障害福祉サービス事業所等支援事業費（コロナ克服・新時代開拓省庁分）

予算書項目 障害福祉サービス事業所等支援事業費 ページ 41 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 98 諸収入 0 

計 386 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 386 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 2,767 

要求額 386 

総務部長段階査定額 386 

一般会計  【問合せ先】自立支援係 0857-30-8218

【１１次総の施策体系】1203

【事業の経過及び背景】
　乳児院、児童養護施設に入所している児童、里親及び小規模住居型児童養育事業
を行う者に委託されている児童（以下「里親委託児童」という）が障害児通所支援
を利用する場合は、措置の扱いとなるが、当該措置を行う必要が生じている。

【事業の目的及び効果】
　障がいのある児童を支援し、もって障がい児の福祉の増進を図る。

【事業の内容】
　里親委託児童における新たな措置（放課後等デイサービス）が必要となったこと
による扶助費の増額。（新規見込：２名）

　財源：国1/2、県1/4、市1/4

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 288 0 

福００９ 項　　目　　名 障害児通所支援措置費

予算書項目 障害児通所給付等事業費 ページ 43 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 69 諸収入 0 

計 69 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 69 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 153 

要求額 69 

総務部長段階査定額 69 

一般会計 【問合せ先】生活支援係 0857-20-3476

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　鳥取警察署より、工事現場など市内２か所で発見された、死後50年以上（一番古
いものは江戸時代）のものと推定される３件の人骨の埋火葬依頼を受け、行旅病人
及行旅死亡人取扱法に基づき、本市が埋葬等を行う必要が生じた。

【事業の目的及び効果】
　身元不明で葬祭執行者のいない遺骨について本市が葬祭を行うことにより、公衆
衛生の維持を図る。

【事業の内容】
①行旅死亡人官報掲載費用の増額　40千円
②納骨費用の増額　29千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福０１０ 項　　目　　名 行旅死亡人等取扱費

予算書項目 行旅死亡人等取扱費 ページ 37 所　　属　　名

福祉部 
生活福祉課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1 諸収入 0 

計 1 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1 0 

社会福祉費

目 国民年金事務取扱費

補正前額 8,421 

要求額 1 

総務部長段階査定額 1 

一般会計 【問合せ先】年金係 0857-30-8224

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　国民年金法等の規定によって行う事務処理を国から受託し、事務を遂行するに当
たって必要な経費を国が交付する。

【事業の目的及び効果】
　令和３年度に国庫支出金として概算払の交付を受け、実績報告の結果、過大交付
となっていた場合に、国へ返還するもの。

【事業の内容】
　令和３年度国民年金等事務費交付金の確定に伴う返還金　146円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福０１１ 項　　目　　名 国民年金事務取扱事務費

予算書項目 事務費 ページ 39 所　　属　　名

福祉部 
保険年金課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,462 諸収入 0 

計 1,462 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,462 0 

保健衛生費

目 母子保健費

補正前額 9,645 

要求額 1,462 

総務部長段階査定額 1,462 

一般会計 【問合せ先】医療助成係 0857-30-8223

【１１次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　養育のため指定医療機関に入院することを必要とする未熟児に対し、その養育に
必要な医療費の給付を行う目的で創設された。未熟児が医療保険等で医療給付を受
けた場合に、自己負担部分を市町村が助成し、その1/2を国が負担するもの。

【事業の目的及び効果】
　令和３年度に国庫支出金として概算払の交付を受け、実績報告の結果、過大交付
となっていた場合に、国へ返還するもの。

【事業の内容】
　令和３年度未熟児養育医療費等負担金の確定に伴う返還金　1,461,355円

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福０１２ 項　　目　　名 未熟児養育医療助成費

予算書項目 未熟児養育医療助成費 ページ 49 所　　属　　名

福祉部 
保険年金課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 30,895 諸収入 0 

計 30,895 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 30,895 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 195,275 

要求額 30,895 

総務部長段階査定額 30,895 

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　過年度の交付金事業の額の確定により、国・県へ返還を行うもの。 

【事業の目的及び効果】
　国・県支出金等の額の確定に伴う返還金。

【事業の内容】 
　国庫支出金、県支出金の実績報告に伴う返還金
　①（国）児童手当交付金返還金　　　　　　　　 　17,596千円
　②（県）鳥取県児童手当支給事業費負担金返還金　　3,628千円
　③（国）子ども・子育て支援事業返還金　　　　　　6,366千円
　④（R4繰）子育て世帯等臨時特別返還金　　　　　　3,305千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

健００１ 項　　目　　名 過年度分国県支出金等返還金

予算書項目 過年度分国県支出金等返還金 ページ 45 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００２ 項　　目　　名 市立保育園運営費

予算書項目 市立保育園運営費 ページ 45 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R4

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】
  ウクライナ危機による世界的なエネルギー価格の高騰を受け、電気やガス、ガソ
リンなどの燃料費が上昇している。また、新型コロナウイルス感染症対策として換
気の徹底や空気清浄機の常時使用など電気の使用量も上昇しており電気代増加の要
因となっている。

【事業の目的及び効果】 
　燃料費高騰に伴う光熱費が増加する中、市立保育園の安定運営を実施し適正な保
育環境を確保する。

【事業の内容】 
・会計年度任用職員（市立保育園保育士等）の人件費　 
・市立保育園（22園）の電気使用量による光熱費（電気代）

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 16,822 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 616,021 

要求額 16,822 

総務部長段階査定額 16,822 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 16,822 諸収入 0 

計 16,822 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 82 諸収入 0 

計 246 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 246 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 3,221 

要求額 246 

総務部長段階査定額 246 

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122 

【１１次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】 
　近年の核家族化や雇用・経済に関する社会問題等、児童を取り巻く養育環境が大
きく変 化する中で、本市でも児童虐待に関する相談件数が年々増加しており、相談
内容も経済問 題や心身の疾患、発達障害等様々な育児困難の要因を抱えているもの
が多くなっている。 
　自ら積極的に支援を求めていくことが困難な状況にある家庭に、過重な負担がか
かる前 の段階において、きめ細かで継続的な関わりが必要になってきている。 

【事業の目的及び効果】 
　育児困難な状態にある家庭に対する援助・支援により、子どもと家庭の福祉向上
と社会 全体の利益増進を図る。 

【事業の内容】 
・家庭訪問による支援 
　ＮＰＯ法人子どもの虐待防止ネットワーク鳥取に委託し、継続的な支援が 必要な
　家庭に対し、訪問による育児支援・家事支援を実施 。
　　≪対象≫・特に支援が必要な養育者及び児童に対する相談・支援 
　　　　　　・児童養護施設等退所後の児童の家庭に対する養育相談・支援 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 164 0 

健００３ 項　　目　　名 養育支援訪問事業費

予算書項目 こども家庭支援事業費 ページ 43 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭相談センター年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 83 0 

一般財源 1,312 諸収入 83 

計 3,279 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,279 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 5,096 

要求額 3,279 

総務部長段階査定額 3,279 

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122 

【１１次総の施策体系】1101（実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】 
　家族等の支援が十分に得られないため、産後の休養がとれなかったり、メンタル
不調や 強い育児不安を抱えた状態で、育児が十分に行えないなど、産後の母の休養
や母体ケア・ 乳児ケア等の支援が必要となっている。 

【事業の目的及び効果】 
　妊産婦等の支援ニーズに応じ、妊娠から出産、子育て期までの切れ目のない支援
を包括 的に行い、安心して妊娠・出産・育児が行える環境を整え、子育てを支援す
る。 

【事業の内容】 
・産後ケア事業委託費の増額（件数増による） 
　家族等から十分な援助が得られず、かつ、体調不良や育児不安等がある生後４か
　月未 満の乳児と母親を対象とした下記の支援事業について、病院・助産所等産科
　医療機関に委託して、保健指導や育児相談、育児手技等のケアを提供する。
　①母子ショートステイサービス
　②母子デイサービス(通所・訪問)
　③乳児一時預かり 

　※その他財源の諸収入は、利用者負担金

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,884 0 

健００４ 項　　目　　名 妊娠・出産包括支援事業費

予算書項目 こども家庭支援事業費 ページ 43 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭相談センター年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健保００１ 項　　目　　名 病院群輪番制病院設備整備事業費

予算書項目 病院群輪番制病院設備整備事業費 ページ 49 所　　属　　名

健康こども部鳥取市保健所 
保健医療課年度 R4

一般会計 【問合せ先】保健医療課 0857-30-8531 

【１１次総の施策体系】1302 

【事業の経過及び背景】 
　二次救急病院（病院群輪番制病院）として一次救急病院（夜間休日急患診療所）
からの 紹介患者、傷病者及び救急患者の診察に対応するためには、医療機器は常に
点検、更新を して一定の高いレベルを保つ必要がある。 

【事業の目的及び効果】 
　必要な機器を更新し、救急患者の受け入れ態勢を整備することにより、本市の救
急体制 の充実が図られ、また救急担当医の負担軽減につながる。 

【事業の内容】  
・病院群輪番制病院の医療機器新規購入、更新に対して補助金を交付する 
・補助金の負担区分は国1/3、県1/3、市1/3
・補助金額の上限は１病院につき22,000千円 

（今年度予定）　　補助額　　　　　　　　　　　　　　総事業費
　鳥取生協病院　　2,406千円（麻酔システム　　　 　   5,478,000円）
　鳥取赤十字病院　8,205千円（内視鏡カメラシステム 　18,675,008円）

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 7,074 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 10,611 0 

保健衛生費

目 保健衛生総務費

補正前額 0 

要求額 10,611 

総務部長段階査定額 10,611 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,537 諸収入 0 

計 10,611 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健保００２ 項　　目　　名 感染症対策推進事業費

予算書項目 感染症予防費 ページ 51 所　　属　　名

健康こども部鳥取市保健所 
保健医療課年度 R4

一般会計 【問合せ先】感染症・疾病対策係 0857-30-8533 

【１１次総の施策体系】1302（実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】 
　依然猛威を振るっている新型コロナウイルス感染症は、鳥取市保健所管内におい
ては、第７波が本年８月下旬頃にピークを越えたが、新規陽性者が下げ切らないま
ま10月下旬頃から上昇に転じ、11月に入ってさらに感染が拡大しており、第８波へ
の対応が必要となっている。

【事業の目的及び効果】 
　感染拡大に伴い、引き続き十分な検査体制を確保する。また、新規陽性者の増加
による入院医療費助成経費等の増額に対応する。

【事業の内容】 
　PCR検査等委託料　　　　　　　　　　　　　　　　   99,601千円
　感染症患者入院医療費公費負担分（自己負担金）　 　 43,374千円
　検査費用公費負担分（自己負担金）　　　　　　　　 131,740千円
　国保連等支払手数料　　　　　　　　　　　　　　　　 7,868千円
　陽性者移送協力費　　　　　　　　　　　　　　　　　　 100千円
　会計年度任用職員の決算見込に伴う人件費の増　　　　　　83千円

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 148,249 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 282,766 0 

保健衛生費

目 予防費

補正前額 1,052,386 

要求額 282,766 

総務部長段階査定額 282,766 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 134,517 諸収入 0 

計 282,766 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健保００３ 項　　目　　名 施設管理費

予算書項目 施設管理費 ページ 49 所　　属　　名

健康こども部鳥取市保健所 
健康・子育て推進課年度 R4

一般会計 【問合せ先】健康づくり係 0857-30-8581  

【１１次総の施策体系】1301  

【事業の経過及び背景】 
　市民の健康づくりの推進及び自主的な保健活動の振興に資するため、用瀬・佐
治・気高 ・鹿野地区のそれぞれと、国府地域と鳥取地域の一部の市民を対象に鳥取
東保健セ ンターを設置している。  

【事業の目的及び効果】 
　各保健センターの適切な維持管理をすることにより、保健事業のスムーズな運営
を図る 。  

【事業の内容】 
　明治安田生命からの寄付「私の地元応援募金」により、健康づくりや子育て支援
事業に活用するための備品の購入。

　※その他財源は、衛生費寄付金

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 853 0 

保健衛生費

目 保健衛生総務費

補正前額 55,770 

要求額 853 

総務部長段階査定額 853 

地方債 0 853 

その他 853 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 853 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健保００４ 項　　目　　名 事務費

予算書項目 事務費 ページ 49 所　　属　　名

健康こども部鳥取市保健所 
健康・子育て推進課年度 R4

一般会計 【問合せ先】健康づくり係 0857-30-8581 

【１１次総の施策体系】1301 

【事業の経過及び背景】 
　健康・子育て推進課の各種事業に係る必要事務経費の計上 

【事業の目的及び効果】 
　事務諸経費を集約し、支払等の事務作業の効率化・簡素化を図る。 

【事業の内容】 
　鳥取信用金庫からの寄付「子育て支援ＳＤＧｓ募金」の活用により、各保育園、
幼稚園、認定こども園（69園）に配布する絵本の購入。

　※その他財源は、衛生費寄付金

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 300 0 

保健衛生費

目 健康対策費

補正前額 2,014 

要求額 300 

総務部長段階査定額 300 

地方債 0 300 

その他 300 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 300 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健保００５ 項　　目　　名 出産・子育て応援交付金事業費

予算書項目 出産・子育て応援交付金事業費 ページ 49 所　　属　　名

健康こども部鳥取市保健所 
健康・子育て推進課年度 R4

一般会計 【問合せ先】子育て支援係 0857-30-8584  

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】  
　国は2022年度第２次補正予算において出産・子育て応援交付金 を創設し、出産育
児用品購入や子育て支援サービス利用負担軽減を図るための経済的支援を実施する
こととした。

【事業の目的及び効果】  
　妊娠届出時から妊婦や子育て世帯に市が寄り添い、出産・育児等の見通しをたて
るため の面談や継続した情報発信を行い、必要な支援につなぐ伴走型相談支援の充
実を図るとと もに、経済的支援として出産・子育て応援交付金を支給する。

【事業の内容】  
・妊婦及び子育て世帯との面談実施 
・出産・子育て応援交付金の支給（現金） 
　妊娠届時に５万円、出生届時に５万円 
  （事業開始時点で妊娠中、令和４年４月～事業開始前に出産した方も対象）

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 201,165 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 241,399 0 

保健衛生費

目 母子保健費

補正前額 0 

要求額 241,399 

総務部長段階査定額 241,399 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 40,234 諸収入 0 

計 241,399 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００１ 項　　目　　名 事務費

予算書項目 事務費 ページ 59 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 R4

一般会計 【問合せ先】地域経済係 0857-30-8282 

【１１次総の施策体系】2101 

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染症拡大による観光需要の低迷や外出自粛等により、大き
な影響を受けた市内各事業者の売上向上に資することを目的に、本市では割増部分
(プレミアム)が付与された鳥取市地域振興チケットを消費者へ販売し、消費意欲の
喚起に取り組んできた。

【事業の目的及び効果】
　令和３年度に実施した鳥取市地域振興チケットについて、一部の事業所から使用
済みチケットの未換金がある旨の申し出があり、本事業の趣旨である市内事業者へ
の支援という観点から、補てんを行うもの。

【事業の内容】 
　令和３年度鳥取市地域振興チケットの事業者未換金分について、実際に店舗で使
用され た金額のうち、プレミアム部分を除いた部分（額面の70％）を補てんする。

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,885 0 

商工費

目 商工総務費

補正前額 1,990 

要求額 1,885 

総務部長段階査定額 1,885 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,885 諸収入 0 

計 1,885 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００２ 項　　目　　名 コロナ克服特別金融支援資金利子補助金

予算書項目 中小企業金融対策費 ページ 59 所　　属　　名

経済観光部 
企業立地・支援課年度 R4

一般会計 【問合せ先】企業支援係 0857-20-3223 

【１１次総の施策体系】2101 

【事業の経過及び背景】 
　県市の協調融資のうち地域経済変動対策資金（令和元年国際経済変動のうち新型
コロナ ウイルス感染症に係るもの）の借入に係る利子を県市で補助する方針となっ
た。当初は国 補助制度が活用可能な令和２年度申込分で終了予定だったが、継続し
て同様の利子補助を 行うもの。 

【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症に起因して資金繰りが困難になった中小企業者等に無
利子で融資 を行った金融機関に対し、その利子相当額を補助金として交付すること
により、中小企業者 の負担軽減を図り、経営の安定化に資する。 

【事業の内容】 
　令和３年４月から令和４年３月の間に申込のあった中小企業者等に、無利子で貸
し付けた 金融機関に対し、貸付後５年間の利子0.7％相当の額を補助。
（負担割合：県1/2、市1/2） 

○利子補助金の増額　5,748千円
　見込を超える貸付申込があったため
　・融資額（令和３年４月から令和４年３月までの貸付申込分）
　　見込：7,014,900千円
　　実績：8,083,608千円(６金融機関、581件)
　・利子補助額
　　見込：45,954千円
　　実績：51,702千円（見込額）

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,874 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,748 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 45,954 

要求額 5,748 

総務部長段階査定額 5,748 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,874 諸収入 0 

計 5,748 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００３ 項　　目　　名 ループバス運行支援助成費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 各種団体補助金負担金 ページ 61 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R4

一般会計 【問合せ先】観光振興係 0857-30-8292 

【１１次総の施策体系】2202 

【事業の経過及び背景】 
　本市の観光周遊バス「ループ麒麟獅子」は、本年、新型コロナウイルスの感染拡
大防止 のため、例年８月に全日運行しているものを土曜日、日曜日、祝日、盆（８
月15日）のみの運行とした。 
　一方で利用者数は例年の水準に回復しておらず、運賃収入は大幅に減少してお
り、年度 末までの運行経費を賄えない状況となっている。 
　※運行日：土曜日、日曜日、祝日、振替休日

【事業の目的及び効果】 
　「ループ麒麟獅子」の運行を継続することで、二次交通の確保による滞在型観光
の推進を図る。

【事業の内容】
　「ループ麒麟獅子」運行事業を受託する（一社）鳥取市観光コンベンション協会
に対し、不足する運行経費を支出する。

　・年間利用者数
　　令和元年度　45,237人
　　令和２年度　13,046人
　　令和３年度　14,750人
　　令和４年度　18,354人（見込）

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,966 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,458 0 

商工費

目 観光費

補正前額 0 

要求額 2,458 

総務部長段階査定額 2,458 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 492 諸収入 0 

計 2,458 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００４ 項　　目　　名 観光地施設整備事業費

予算書項目 観光施設整備事業費 ページ 61 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R4

一般会計 【問合せ先】観光政策係　0857-30-8291 

【１１次総の施策体系】2202 

【事業の経過及び背景】 
　観光施設の整備および適正な維持管理を行うことにより、観光地のイメージアッ
プ、 観光入込客数の増加等に取り組んでいる。 

【事業の目的及び効果】 
　燃料費高騰により値上がりした電気料金に対応し、施設の適切な管理運営を行
う。 

【事業の内容】 
　燃料費高騰に伴う観光施設光熱費の増額　714千円

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 714 0 

商工費

目 観光費

補正前額 12,483 

要求額 714 

総務部長段階査定額 714 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 714 諸収入 0 

計 714 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００５ 項　　目　　名 観光施設運営事業費特別会計へ繰出

予算書項目 観光施設運営事業費特別会計へ繰出 ページ 61 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R4

一般会計 【問合せ先】観光政策係 0857-30-8291

【１１次総の施策体系】2202

【事業の経過及び背景】
　浜村温泉館は休館中の施設であるが、小規模作業所が施設の一部を使用している
ことから、必要最少限の経費により施設の維持管理を行っている。

【事業の目的及び効果】
　燃料費高騰により値上がりした電気料金や自家用電気工作物の修繕に対応し、浜
村温泉館の適正な維持管理に努める。

【事業の内容】
・燃料費高騰に伴う浜村温泉館光熱費の増額分
・浜村温泉館施設修繕費分(自家用電気工作物の収納ボックス)

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 191 0 

他会計繰出

目 観光施設運営事業費特別会計へ繰出

補正前額 12,369 

要求額 191 

総務部長段階査定額 191 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 191 諸収入 0 

計 191 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００１ 項　　目　　名 農産物加工センター管理運営費

予算書項目 農産物加工センター管理運営費 ページ 55 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R4

一般会計 【問合せ先】農政係 0857-30-8302 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　農産物の加工技術の習得・向上により地域農業の振興を図ることを目的に、市内
各地に 農産物加工等施設を整備している。現在は、施設の効率的な運営管理と併
せ、「鳥取市公 共施設再配置基本計画」に基づき、施設の地元移管等も進めてい
る。 

【事業の目的及び効果】 
　老朽化等による農産物加工等施設の修繕を行い、各施設の機能保全を図る。 

【事業の内容】 
　①人件費の決算見込みによる補正　　　　　　189千円
　②燃料費高騰に伴う燃料費及び光熱費の増額　422千円
　③排煙窓修繕（青谷ようこそ館）　　　　　　110千円
　④蒸気給水配管修繕（福部町アイデア館）　　116千円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 837 0 

農業費

目 農業総務費

補正前額 26,871 

要求額 837 

総務部長段階査定額 837 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 837 諸収入 0 

計 837 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００２ 項　　目　　名 共同利用施設整備等事業費

予算書項目 共同利用施設整備等事業費 ページ 55 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R4

一般会計 【問合せ先】農政係 0857-30-8302 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　地域農業の振興により雇用創出や所得向上を図ることを目的に、市内各地に農作
業場や 農機具保管庫等の共同利用施設を整備している。現在は、施設の効率的な運
営管理と併せ 、「鳥取市公共施設再配置基本計画」に基づき、これらの施設の地元
移管等を進めている 。 

【事業の目的及び効果】 
　経年劣化等による共同利用施設の修繕を行い、施設の機能保全を図るとともに、
将来的に地元等への移管の円滑化につなげる。 

【事業の内容】 
　①野坂ふれあいドーム
　・自動火災報知設備修繕　　　　　　　393千円
　・誘導灯非常用バッテリー修繕　　　　114千円
　②馬場地区水耕栽培施設
　・空冷冷専チラー修繕（機器高騰分）　555千円　　 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,062 0 

農業費

目 農業総務費

補正前額 12,122 

要求額 1,062 

総務部長段階査定額 1,062 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,062 諸収入 0 

計 1,062 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００３ 項　　目　　名 施設管理費

予算書項目 鳥取港西浜地区振興事業費 ページ 55 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R4

一般会計 【問合せ先】農政係 0857-30-8302 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】
　地域特産物の販売・ＰＲを目的として、鳥取県とともに平成14年11月に鳥取港西
浜地区（愛称「マリンピア賀露」）を整備し、現在はとっとり賀露かにっこ館（鳥
取県直営）、鳥取港海鮮市場かろいち、地場産プラザわったいなが運営されてい
る。

【事業の目的及び効果】 
　施設（敷地及び公衆トイレ）の適正な維持・管理を行う。

【事業の内容】 
　・マリンピア賀露
　　燃料費高騰に伴う光熱費の増額　194千円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 194 0 

農業費

目 農業総務費

補正前額 4,147 

要求額 194 

総務部長段階査定額 194 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 194 諸収入 0 

計 194 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００４ 項　　目　　名 産地生産基盤パワーアップ事業費（コロナ克服・新時代開拓省庁分）

予算書項目 産地生産基盤パワーアップ事業費 ページ 55 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R4

一般会計 【問合せ先】生産振興係 0857-30-8304 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　水田・畑作・野菜・果樹等の産地が定めた「産地生産基盤パワーアップ計画」に
基づき、意欲あ る農業者が高収益な作物・栽培体系への転換を図るための取組を総
合的に支援するため、 国が平成27年度に創設した事業。農作業の効率化によるコス
ト削減や高付加価値な作物 へ転換しつつ、実需者のニーズに対応した生産を行うこ
とで、収益力向上に一体的かつ計 画的に取り組む産地において、生産体制の強化や
集出荷機能の改善に向けた取組を支援する。 

【事業の目的及び効果】 
　農作業の効率化によるコスト削減や高付加価値な作物へ転換しつつ、実需者の
ニーズに 対応した生産を行うことで、収益力向上に一体的かつ計画的に取り組む産
地において、生 産体制の強化や集出荷機能の改善に向けた取組を支援する。 
　鳥取いなば農協管内において、星空舞を本事業の対象品目とした「産地生産基盤 
パワーアップ計画」を策定し、計画に基づく星空舞の更なる品質向上への取組に対
し 支援を行う。 

【事業の内容】 
　補助対象経費：星空舞品質向上に必要な機械導入に要する経費（色彩選別機） 
　補助率：1/2（国10/10） 
　事業費：38,500千円×補助率1/2＝19,250千円 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 19,250 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 19,250 0 

農業費

目 農業振興費

補正前額 0 

要求額 19,250 

総務部長段階査定額 19,250 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 19,250 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００５ 項　　目　　名 野生鳥獣被害防止事業費

予算書項目 野生鳥獣被害防止事業費 ページ 57 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R4

一般会計 【問合せ先】鳥獣対策係 0857-30-8303 

【１１次総の施策体系】2104（実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】 
　野生鳥獣による農作物被害が増加傾向にある。また、有害鳥獣の駆除を委託して
いる狩 猟免許所持者が高齢化により減少している。 

【事業の目的及び効果】 
　イノシシ等の被害防止対策に必要な支援を行うことにより、農林業の振興を図
る。 

【事業の内容】 
　①人件費の決算見込みによる補正　　▲196千円
　②鹿野町イノシシ食肉解体処理施設
　・燃料費高騰に伴う光熱費の増額　 　　20千円
　・施設の修繕による増額　　　　　　　530千円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 974 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 354 0 

林産業費

目 林業総務費

補正前額 102,708 

要求額 354 

総務部長段階査定額 354 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 △ 620 諸収入 0 

計 354 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００６ 項　　目　　名 減容化施設管理運営費

予算書項目 野生鳥獣被害防止事業費 ページ 57 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R4

一般会計 【問合せ先】鳥獣対策係 0857-30-8303 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　野生鳥獣による農作物被害が増加傾向にある中、捕獲による個体数削減に取り組
んでい る。捕獲後の個体は、埋設・焼却・食用の方法により処理してきたが、 焼却
に代わり減容化処理を行うこととし、令和３年度に減容化処理施設を旧国府町ク
リー ンセンター内に整備し、令和４年４月１日から稼働している。 

【事業の目的及び効果】 
　焼却施設に代わる新たな減容化施設の適切な運営により、捕獲個体の処理に係る
労力の軽 減、不法投棄の防止、環境負担の軽減及び捕獲効率の向上を図る。 

【事業の内容】 
　①人件費の決算見込みによる補正　▲528千円
　②燃料費高騰に伴う光熱費の増額　1,307千円
　③除雪委託　　　　　　　　　　　　492千円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,271 0 

林産業費

目 林業総務費

補正前額 15,964 

要求額 1,271 

総務部長段階査定額 1,271 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,271 諸収入 0 

計 1,271 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００７ 項　　目　　名 射撃場管理運営費

予算書項目 射撃場管理運営費 ページ 57 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R4

一般会計 【問合せ先】鳥獣対策係 0857-30-8303 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　鳥取クレー射撃場は、野生鳥獣対策を担う銃猟者のさらなる養成を目指し平成28
年９月 に再開したが、銃猟者の減少には歯止めがかからず、野生鳥獣による農作物
被害も増加傾 向が続いている。 

【事業の目的及び効果】 
　射撃場の適切な管理運営を行うことで、銃猟者の着実な育成・確保を進め、捕獲
強化に よる農作物被害の軽減を図る。 

【事業の内容】 
　①人件費の決算見込みによる補正　57千円
　②燃料費高騰に伴う光熱費の増額　37千円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 94 0 

林産業費

目 林業総務費

補正前額 11,883 

要求額 94 

総務部長段階査定額 94 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 94 諸収入 0 

計 94 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００８ 項　　目　　名 農道舗装補修等事業費

予算書項目 農道舗装補修等事業費 ページ 55 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 R4

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-30-8317 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　農業の基礎的な生産基盤である農地の適切な保全管理や、老朽化した農道、用排
水路等 の農業用施設全般の整備・補修が求められている。 

【事業の目的及び効果】 
　農業用施設全般の適正な補修・修繕等をもって、農業環境の整備を行う。 

【事業の内容】 
　老朽化した農業用施設全般の整備及び補修を行う。 
　・農業用施設補修業務（緊急修繕）　1,335千円
　　対象施設：農業用排水施設、農道、暗渠排水ほか 
　　負担区分：県40％、市40％、地元20％ 

　※その他財源の負担金は、地元負担金

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 400 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,335 408 

農業費

目 農地費

補正前額 38,364 

要求額 1,335 

総務部長段階査定額 1,335 

地方債 0 0 

その他 408 0 

一般財源 527 諸収入 0 

計 1,335 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００９ 項　　目　　名 排水機場維持管理費

予算書項目 排水機場維持管理費 ページ 57 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 R4

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-30-8317 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　洪水時の千代川下流域の水位上昇による農地冠水被害を防止するため、ポンプに
よる排 水を行い農地の安全を図る。 

【事業の目的及び効果】 
　適切な排水施設の管理を行うことで、受益地の効率的な営農活動を支援する。 

【事業の内容】 
　服部排水機場及び西円通寺排水機場の維持管理。 
　①西円通寺排水機場
　・非常用発電機冷却管修繕　　　　215千円
　・非常用発電機修繕　　　　　　　218千円
　②服部排水機場
　・主ポンプ用原動機修繕　　　　　712千円
　③消火器更新（西円通寺・服部）　131千円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 572 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,276 0 

農業費

目 農地費

補正前額 12,531 

要求額 1,276 

総務部長段階査定額 1,276 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 704 諸収入 0 

計 1,276 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１０ 項　　目　　名 危険ため池廃止事業費

予算書項目 危険ため池廃止事業費 ページ 57 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 R4

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-30-8317 

【１１次総の施策体系】2104（実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】 
　平成30年７月豪雨では、広島県を中心として32か所のため池が決壊し、ため池の
下流に 大きな被害を与えた。ハード・ソフト両面からの災害に強い地域づくりを推
進する必要が ある。 

【事業の目的及び効果】 
　使われていない危険ため池を廃止し、地域の防災・減災対策を図る。 

【事業の内容】 
　防災重点ため池のうち未利用のため池について、地元から要望のあるものを廃止
する。 
　 ・下ノ奥池廃止工事（良田地内）　2,877千円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,877 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,877 0 

農業費

目 農地費

補正前額 11,041 

要求額 2,877 

総務部長段階査定額 2,877 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 2,877 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１１ 項　　目　　名 多面的機能支払交付金

予算書項目 多面的機能支払事業費 ページ 57 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 R4

一般会計 【問合せ先】総務係 0857-30-8316 

【１１次総の施策体系】2104 （実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】 
　農村地域の過疎化、高齢化、混住化等の進行に伴う集落機能の低下により、地域
の共同 活動によって支えられている多面的機能の発揮に支障が生じつつある。 

【事業の目的及び効果】 
　地域で行う農地維持や農業用施設の点検等の共同活動に対して支援し、農村の有
する多 面的機能の発揮を促進する。 

【事業の内容】 
　①人件費の決算見込みによる補正　 　 51千円
　②令和３年度補助金返還金（５組織）　40千円 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 91 0 

農業費

目 農地費

補正前額 202,731 

要求額 91 

総務部長段階査定額 91 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 91 諸収入 0 

計 91 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００１ 項　　目　　名 一般事務費

予算書項目 事務費 ページ 61 所　　属　　名

都市整備部 
都市企画課年度 R4

一般会計 【問合せ先】事業調整係 0857-30-8322 

 【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】
　本市が平成15年度から事業休止している市道美術館通り事業地について、県から
「森林公園とっとり出合いの森」の一部とする整備計画の申出を受けている。
　県への事業地の移管及び整備に係る国庫補助金の返還等を適正に行うためには、
市は公共事業再評価を行い事業中止を決定する必要がある。

【事業の目的及び効果】
　本市は有識者等で構成する鳥取市公共事業再評価委員会に事業の中止について意
見を求め、事業中止を決定する。

【事業の内容】
　鳥取市公共事業再評価委員会運営費
　・公共事業再評価委員会の開催経費（報償費、需用費）

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 52 0 

土木管理費

目 土木総務費

補正前額 833 

要求額 52 

総務部長段階査定額 52 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 52 諸収入 0 

計 52 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００２ 項　　目　　名 駐車場管理費

予算書項目 事務費 ページ 61 所　　属　　名

都市整備部 
都市環境課年度 R4

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8341 

【１１次総の施策体系】2401 

【事業の経過及び背景】
　駐車場周辺に訪れた方の利便性の向上を図り、市民生活に寄与する。

【事業の目的及び効果】
　市営片原駐車場、浜村駅前駐車場、青谷中央駐車場、青谷駅前第１、第２、第３
駐車場の適切な維持管理を行い、利用者の利便性を図る。

【事業の内容】
　青谷駐車場光熱費の増額（照明施設）　14千円

　※その他財源の使用料は、駐車場使用料

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

14 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 14 0 

土木管理費

目 土木総務費

補正前額 1,249 

要求額 14 

総務部長段階査定額 14 

地方債 0 0 

その他 14 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 14 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００３ 項　　目　　名 治水対策事業費

予算書項目 治水対策事業費 ページ 65 所　　属　　名

都市整備部 
都市環境課年度 R4

一般会計 【問合せ先】河川係 0857-30-8343 

【１１次総の施策体系】3101 

【事業の経過及び背景】
  梅雨及び台風等に伴う豪雨時において、低地では雨水を河川等へ自然流出するこ
とができず、家屋等の浸水・冠水被害が発生する。

【事業の目的及び効果】
　豪雨時に、樋門等の操作と連携し常設排水ポンプ場及び緊急排水ポンプの稼働を
行い、低地における浸水被害を未然に防ぎ市民の安全を確保する。

【事業の内容】 
　・緊急排水ポンプ設置業務（菖蒲地区など19か所）　　12,510千円
　・実績見込による光熱費の増額（東大路ポンプ場他）　　 404千円

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 12,914 0 

河川費

目 河川総務費

補正前額 101,011 

要求額 12,914 

総務部長段階査定額 12,914 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 12,914 諸収入 0 

計 12,914 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００１ 項　　目　　名 通信費（小学校）

予算書項目 通信及び光熱水費 ページ 67 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 R4

一般会計 【問合せ先】総務係 0857-30-8403 

【１１次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】
　学校施設の適正な維持管理を実施することにより、安全で安心な教育環境を確保
する。

【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症に係る連絡のため、増加した電話料金に対応し、学校
施設の適切な維持管理を確保する。

【事業の内容】
　小学校の固定電話代の増額。

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,794 0 

小学校費

目 学校管理費

補正前額 11,737 

要求額 1,794 

総務部長段階査定額 1,794 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,794 諸収入 0 

計 1,794 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００２ 項　　目　　名 光熱水費（小学校）

予算書項目 通信及び光熱水費 ページ 67 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 R4

一般会計 【問合せ先】総務係 0857-30-8403 

【１１次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】
　学校施設の適正な維持管理を実施することにより、安全で安心な教育環境を確保
する。

【事業の目的及び効果】
　換気対策のための空調設備使用量の増及び燃油価格の高騰により増加した電気料
金・ガス料金に対応し、学校施設の適切な維持管理を確保する。

【事業の内容】 
　燃料費高騰に伴う小学校光熱費の増額。

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 83,255 0 

小学校費

目 学校管理費

補正前額 189,450 

要求額 83,255 

総務部長段階査定額 83,255 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 83,255 諸収入 0 

計 83,255 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００３ 項　　目　　名 学校維持補修費（小学校・通常）

予算書項目 学校維持補修費 ページ 67 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 R4

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-30-8404 

【１１次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　消防用設備等保守点検業務、自家用電気工作物保安管理業務などの点検結果が報
告され、それに基づく不備事項や緊急に対応しなければならない箇所の修繕を行う
必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　各小学校に日常的に発生する施設の不具合について修繕を行うことによって、安
全かつ 快適な教育環境を確保する。 

【事業の内容】 
　防火設備点検結果に基づく修繕　　　  　7,365千円 
　消防用設備等点検結果に基づく修繕　　　2,296千円 
　自家用電気工作物点検結果に基づく修繕　1,331千円 
　エレベーター点検結果に基づく修繕　　  2,074千円 
　各種点検結果に基づく緊急修繕　　　    8,097千円

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 21,163 0 

小学校費

目 学校管理費

補正前額 57,601 

要求額 21,163 

総務部長段階査定額 21,163 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 21,163 諸収入 0 

計 21,163 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００４ 項　　目　　名 通信費（中学校）

予算書項目 通信及び光熱水費 ページ 69 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 R4

一般会計 【問合せ先】総務係 0857-30-8403

【１１次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】
　学校施設の適正な維持管理を実施することにより、安全で安心な教育環境を確保
する。

【事業の目的及び効果】
　新型コロナウイルス感染症に係る連絡のため、増加した電話料金に対応し、学校
施設の適切な維持管理を確保する。

【事業の内容】
　中学校の固定電話代の増額。

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 870 0 

中学校費

目 学校管理費

補正前額 5,873 

要求額 870 

総務部長段階査定額 870 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 870 諸収入 0 

計 870 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００５ 項　　目　　名 光熱水費（中学校）

予算書項目 通信及び光熱水費 ページ 69 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 R4

一般会計 【問合せ先】総務係 0857-30-8403

【１１次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】
　学校施設の適正な維持管理を実施することにより、安全で安心な教育環境を確保
する。

【事業の目的及び効果】
　換気対策のための空調設備使用量の増及び燃油価格の高騰により増加した電気料
金・ガス料金に対応し、学校施設の適切な維持管理を確保する。

【事業の内容】
　燃料費高騰に伴う中学校光熱費の増額。

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 37,362 0 

中学校費

目 学校管理費

補正前額 99,225 

要求額 37,362 

総務部長段階査定額 37,362 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 37,362 諸収入 0 

計 37,362 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００６ 項　　目　　名 学校維持補修費（中学校・通常）

予算書項目 学校維持補修費 ページ 69 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 R4

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-30-8404 

【１１次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　消防用設備等保守点検業務、自家用電気工作物保安管理業務などの点検結果が報
告され、それに基づく不備事項や緊急に対応しなければならない箇所の修繕を行う
必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　各中学校に日常的に発生する施設の不具合について修繕を行うことによって、安
全かつ 快適な教育環境を確保する。 

【事業の内容】 
　防火設備点検結果に基づく修繕　　　  　3,817千円 
　消防用設備等点検結果に基づく修繕　　　  201千円 
　自家用電気工作物点検結果に基づく修繕　1,413千円 
　エレベーター点検結果に基づく修繕　　    997千円 
　各種点検結果に基づく緊急修繕　　　    5,274千円 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 11,702 0 

中学校費

目 学校管理費

補正前額 18,533 

要求額 11,702 

総務部長段階査定額 11,702 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 11,702 諸収入 0 

計 11,702 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００７ 項　　目　　名 学校維持補修費（中学校・大規模）

予算書項目 学校維持補修費 ページ 69 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 R4

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-30-8404 

【１１次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　本市の学校施設の多くは、建設からかなりの年数が経過しており、老朽化が進行
していることから、生徒や教職員の安全を確保するとともに、教育環境の改善を図
る必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　学校施設の耐用年数を長く維持するため、定期的に大規模な改修を行い、機能回
復及び 施設の劣化防止を図る。 

【事業の内容】 
　受水槽修繕（鹿野学園王舎城学舎）

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 9,680 0 

中学校費

目 学校管理費

補正前額 7,602 

要求額 9,680 

総務部長段階査定額 9,680 

地方債 8,700 0 

その他 0 0 

一般財源 980 諸収入 0 

計 9,680 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００８ 項　　目　　名 衛生管理費（コロナ克服・新時代開拓省庁分）

予算書項目 衛生管理費 ページ 73 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 R4

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-30-8416 

【１１次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症は感染力が非常に強く、学校関係者への感染が確認さ
れている。学校活動を安全に継続するためには、各学校において、引き続き感染防
止の ための衛生面での対応が必要である。 

【事業の目的及び効果】 
　学校活動を継続させるため、手指消毒用アルコール等の衛生用品を各学校に追加
配置し 、新型コロナウイルスの感染防止を図る。 

【事業の内容】 
　手指消毒用アルコール液等購入

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,853 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 6,853 0 

保健体育費

目 学校保健費

補正前額 0 

要求額 6,853 

総務部長段階査定額 6,853 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 6,853 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００９ 項　　目　　名 光熱水費（学校給食センター）

予算書項目 光熱水費 ページ 73 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 R4

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-30-8417 

【１１次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　本市では８か所の学校給食センターで給食を調理し、所管の学校へ提供している
が、原油価格・物価高騰により増加した光熱水費に対応し、学校給食センターの適
切な維持管理を行う。

【事業の目的及び効果】 
　鳥取市学校給食センター（８センター）における、光熱水費を確保することによ
り、継 続的・安定的な学校給食の提供を行う。 

【事業の内容】 
　鳥取市学校給食センター（８センター）の調理業務に要する光熱費 の増額。

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 16,976 0 

保健体育費

目 学校給食費

補正前額 105,374 

要求額 16,976 

総務部長段階査定額 16,976 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 16,976 諸収入 0 

計 16,976 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１０ 項　　目　　名 一般管理費（学校給食センター）

予算書項目 運営管理費等 ページ 73 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 R4

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-30-8417 

【１１次総の施策体系】1102（実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】 
　本市では８か所の学校給食センターで給食を調理し、所管の学校へ提供してい
る。これ らの学校給食センターを適切に運営し、安全で安心な学校給食の提供に努
めている。 

【事業の目的及び効果】 
　安全で安心な学校給食を、継続的かつ安定的に提供する。 

【事業の内容】 
・食器洗浄機食器送りコンベア修繕（第一学校給食センター） 
・電気設備改修（第一学校給食センター）
・人件費の決算見込みによる補正

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,323 0 

保健体育費

目 学校給食費

補正前額 86,338 

要求額 4,323 

総務部長段階査定額 4,323 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,323 諸収入 0 

計 4,323 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１１ 項　　目　　名 備品整備（学校給食センター）

予算書項目 給食センター整備費 ページ 73 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 R4

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-30-8417 

【１１次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　安全・安心な学校給食を継続的かつ安定的に供給するため、学校給食センターの
備品を年次的に更新してきたが、備品が故障したことで、安定的な供給に支障をき
たしている。

【事業の目的・効果】 
　安全・安心な学校給食を継続的かつ安定的に供給するため、学校給 食センター備
品を更新する。 

【事業の内容】 
　学校給食センター備品の故障による更新
　・食器消毒保管庫（第一学校給食センター）　2,306千円
　・業務用冷凍庫（第二学校給食センター）　　1,755千円

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,061 0 

保健体育費

目 学校給食費

補正前額 10,632 

要求額 4,061 

総務部長段階査定額 4,061 

地方債 3,000 0 

その他 0 0 

一般財源 1,061 諸収入 0 

計 4,061 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１２ 項　　目　　名 集会所管理費

予算書項目 社会教育施設管理費 ページ 73 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R4

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-30-8426、施設係 0857-30-8428 

【１１次総の施策体系】1103 

【事業の経過及び背景】 
　公民館以外に生涯学習・スポーツ課所管施設として、地域における生涯学習の推
進及び 地域の活性化を目的として集会所が設置されている。 

【事業の目的及び効果】 
　施設の利用環境を良好に保つ。 

【事業の内容】 
・消防設備点検等の指摘事項による修繕
　①国府町コミュニティセンター
　　消火水槽内フート弁修繕　427千円
　②気高町コミュニティセンター
　　誘導灯取替修繕　701千円
・燃料費高騰に伴う集会所光熱費の増額　2,372千円

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,500 0 

社会教育費

目 社会教育施設管理費

補正前額 68,919 

要求額 3,500 

総務部長段階査定額 3,500 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,500 諸収入 0 

計 3,500 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１３ 項　　目　　名 さじアストロパーク運営管理費

予算書項目 さじアストロパーク運営管理費 ページ 73 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R4

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-30-8426、施設係 0857-30-8428 

【１１次総の施策体系】1103 

【事業の経過及び背景】 
　さじアストロパークは、103cm反射望遠鏡やプラネタリウム、さまざまな展示
物、宿泊施設 等を備えた国内有数の公開天文台である。生涯学習施設として天文教
育や理科教育などを 担い、地元をはじめ、美しい星空を求めて岡山県や京阪神方面
等の広い地域から 年間およそ二万人の来館者がある。 

【事業の目的及び効果】 
　鳥取市の生涯学習の拠点であり、天文教育や理科教育を担うとともに、県外から
の多数 の来館者により地域の振興に寄与することを目的とする。 

【事業の内容】
　①燃料費高騰に伴う光熱費の増額　　1,070千円
　②人件費の決算見込みによる減額　　▲601千円

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 469 0 

社会教育費

目 社会教育施設管理費

補正前額 36,510 

要求額 469 

総務部長段階査定額 469 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 469 諸収入 0 

計 469 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１４ 項　　目　　名 市民総スポーツ運動費

予算書項目 市民総スポーツ運動費 ページ 75 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R4

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係 0857-30-8427 

【１１次総の施策体系】1303（実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】 
　本市においては、スポーツ推進計画の基本方針の一つに「生涯スポーツ社会の実
現」を 掲げ、すべての市民が関心や適性に応じ、生涯にわたってスポーツ活動を行
うことができ るまちを目指している。より多くの市民がスポーツ活動を実践できる
よう「鳥取市立小学 校及び中学校及び義務教育学校の施設の開放に関する規則」の
規定に従い学校体育施設を開放する。 また、高齢者や障がい者へのスポーツ活動の
機会の提供（「する」スポーツや「みる 」スポーツの機会提供）に努める。 

【事業の目的及び効果】 
　学校体育施設を地域に開放することにより、より 多くの市民がスポーツ活動を行
える環境を整備するため予約及び鍵の管理をシステム化し 、利便性の向上を図る。
地区体育会では学校施設開放事業を積極的に活用し地域の体育活 動を推進するた
め、地区ごとの体育行事活動支援を実施する。 

【事業の内容】 
　燃料費高騰に伴う学校体育施設光熱費の増額。

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 251 0 

保健体育費

目 体育振興費

補正前額 9,059 

要求額 251 

総務部長段階査定額 251 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 251 諸収入 0 

計 251 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１５ 項　　目　　名 地区体育館管理費

予算書項目 地区体育館管理費 ページ 75 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R4

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-30-8428 

【１１次総の施策体系】1303 

【事業の経過及び背景】
　鳥取市には、鳥取地域の直営管理の地区体育館が24館、新市域の直営管理の体育
館が７館あり、地域の身近な体育施設として多くの市民に利用されている。

【事業の目的及び効果】 
　地区体育館の維持管理を行い、市民の体育振興と健康増進に寄与する。 

【事業の内容】 
　燃料費高騰に伴う地区体育館光熱費の増額。

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 346 0 

保健体育費

目 体育施設費

補正前額 33,995 

要求額 346 

総務部長段階査定額 346 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 346 諸収入 0 

計 346 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１６ 項　　目　　名 屋外体育施設管理費

予算書項目 屋外体育施設管理費 ページ 75 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R4

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-30-8428 

【１１次総の施策体系】1303 

【事業の経過及び背景】
　鳥取市には、直営管理の屋外体育施設が30施設あり、地域の身近な体育施設とし
て多くの市民に利用されている。

【事業の目的及び効果】 
　屋外体育施設の維持管理を行い、市民の体育振興と健 康増進に寄与する。 

【事業の内容】 
　令和４年３月の暴風被害により破損した湖山池ボート浮き桟橋修繕

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,796 0 

保健体育費

目 体育施設費

補正前額 7,474 

要求額 1,796 

総務部長段階査定額 1,796 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,796 諸収入 0 

計 1,796 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１７ 項　　目　　名 一般管理費

予算書項目 図書館事務費 ページ 71 所　　属　　名

教育委員会事務局 
市立図書館年度 R4

一般会計 【問合せ先】中央図書館 0857-27-5182 

【１１次総の施策体系】1103 

【事業の経過及び背景】 
　図書館法に基づき設置した３館（中央・用瀬・気高）とコミュニティ センター図
書室６室の一体的な管理運営を行っている。 

【事業の目的及び効果】 
　図書館の円滑な管理運営を行うことで、市民の教育及び文化の発展に寄与する。 

【事業の内容】 
  気高図書館入口の自動ドアについて、モーター部分のベルトが切れ動作不良と
なったため修繕するもの。

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 454 0 

社会教育費

目 市民図書館費

補正前額 17,195 

要求額 454 

総務部長段階査定額 454 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 454 諸収入 0 

計 454 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,324 諸収入 0 

計 1,324 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,324 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 6,616 

要求額 1,324 

総務部長段階査定額 1,324 

一般会計 【問合せ先】国府町総合支所地域振興課 0857-30-8652 

【１１次総の施策体系】2403 

【事業の経過及び背景】
　国府町総合支所庁舎や施設の維持管理、事務に要する経費を計上している。

【事業の目的及び効果】
　国府町総合支所庁舎や施設の適切な維持管理を行うことにより、快適な市民サー
ビスを提供する。 

【事業の内容】 
　国府町総合支所庁舎の維持管理費 。
　・燃料費高騰に伴う光熱費の増額

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

支所００１ 項　　目　　名 国府町総合支所管理費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 31 所　　属　　名

国府町総合支所 
地域振興課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

支所００２ 項　　目　　名 用瀬町総合支所管理費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 31 所　　属　　名

用瀬町総合支所 
地域振興課年度 R4

一般会計 【問合せ先】用瀬町総合支所地域振興課 0858-71-1892 

【１１次総の施策体系】2403

【事業の経過及び背景】
　用瀬町総合支所庁舎や施設の維持管理、事務に要する経費を計上している。

【事業の目的及び効果】
　用瀬町総合支所庁舎や施設の適切な維持管理を行うことにより、快適な市民サー
ビスを提供する。

【事業の内容】 
　用瀬町総合支所庁舎の維持管理費。
　・燃料費高騰に伴う光熱費の増額

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,782 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 7,574 

要求額 1,782 

総務部長段階査定額 1,782 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,782 諸収入 0 

計 1,782 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

支所００３ 項　　目　　名 気高町総合支所管理費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 31 所　　属　　名

気高町総合支所 
地域振興課年度 R4

一般会計 【問合せ先】気高町総合支所地域振興課 0857-30-8672 

【１１次総の施策体系】2403 

【事業の経過及び背景】
　気高町総合支所庁舎や施設の維持管理、事務に要する経費を計上している。

【事業の目的及び効果】
　気高町総合支所庁舎や施設の適切な維持管理を行うことにより、快適な市民サー
ビスを提供する。

【事業の内容】 
　気高町総合支所庁舎の維持管理費等。
　①人件費の決算見込みによる補正　 64千円
　②燃料費高騰に伴う光熱費の増額　454千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 518 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 8,925 

要求額 518 

総務部長段階査定額 518 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 518 諸収入 0 

計 518 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

支所００４ 項　　目　　名 鹿野町総合支所管理費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 31 所　　属　　名

鹿野町総合支所 
地域振興課年度 R4

一般会計 【問合せ先】鹿野町総合支所地域振興課 0857-30-8682 

【１１次総の施策体系】2403 

【事業の経過及び背景】
　鹿野町総合支所庁舎や施設の維持管理、事務に要する経費を計上している。

【事業の目的及び効果】
　鹿野町総合支所庁舎や施設の適切な維持管理を行うことにより、快適な市民サー
ビスを提供する。

【事業の内容】 
　鹿野町総合支所庁舎の維持管理費。
　・燃料費高騰に伴う光熱費の増額

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 780 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 8,275 

要求額 780 

総務部長段階査定額 780 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 780 諸収入 0 

計 780 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

支所００５ 項　　目　　名 鹿野城跡公園管理費

予算書項目 公園管理費 ページ 65 所　　属　　名

鹿野町総合支所 
産業建設課年度 R4

一般会計 【問合せ先】鹿野町総合支所産業建設課 0857-30-8686 

【１１次総の施策体系】2401 

【事業の経過及び背景】 
　鹿野城跡は、鳥取市指定史跡に指定されており、戦国時代末期から栄えた鹿野城
の城郭 遺構を「市民の憩いの場」、「観光レクリエーション」、「歴史文化教育の
場」として公 園整備している。山頂には天守跡があり、山麓の本丸・二ノ丸は鹿野
学園として活用さ れ、水をたたえる内堀・外堀・薬研堀、その周囲からなり、公園
区域面積は約3.6ｈａ ある。春には約500本の桜が咲き誇り、県内有数の夜桜の名所
として多くの花見客が訪 れている。さらに秋には約600本の紅葉の彩りを楽しむこ
とができる。また、住民のボ ランティア活動が盛んで、自治会、まちづくり協議
会、任意団体等による除草・清掃活動 及び、お花見シーズンのボンボリ設置等が活
発に行われている。 

【事業の目的及び効果】 
　鹿野城跡公園の維持管理業務を適正に行い、安全、安心な憩の場を市民及び観光
客へ提 供する。 

【事業の内容】 
　腐食により劣化した鹿野城跡公園内の防護柵及び常夜灯の修繕。

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 798 0 

都市計画費

目 公園管理費

補正前額 4,313 

要求額 798 

総務部長段階査定額 798 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 798 諸収入 0 

計 798 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

支所００６ 項　　目　　名 青谷町総合支所管理費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 31 所　　属　　名

青谷町総合支所 
地域振興課年度 R4

一般会計 【問合せ先】青谷町総合支所地域振興課 0857-30-8692 

【１１次総の施策体系】2403 

【事業の経過及び背景】
　青谷町総合支所庁舎や施設の維持管理、事務に要する経費を計上している。

【事業の目的及び効果】
　青谷町総合支所庁舎や施設の適切な維持管理を行うことにより、快適な市民サー
ビスを提供する。

【事業の内容】 
　青谷町総合支所庁舎の維持管理費。
　・燃料費高騰に伴う光熱費の増額

　※その他財源の諸収入は、青谷町総合支所光熱水費等負担金

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,770 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 17,861 

要求額 1,770 

総務部長段階査定額 1,770 

地方債 0 0 

その他 298 0 

一般財源 1,472 諸収入 298 

計 1,770 その他 0 

行財政改革課処理欄

- 59 -





一 般 会 計 

 （債務負担行為概要） 





国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

18,444 令和５年度～７年度 18,444

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取り組み]

　[今後の取り組み]

　12月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　入札　　　　令和５年１月中旬
　事業開始　　令和５年４月１日（契約期間は３年間）

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　本庁舎と各庁舎間の信書便業務について、コストの縮減と業務の効率化を図るため、民間の信書便事業
者へ委託するにあたり、複数年契約を締結する。

・信書便事業者への業務委託により、下記庁舎間の公文書等の配送業務を行う。
　本庁舎－駅南庁舎、鳥取市教育センター、各総合支所間
・文書の安全確保のため、施錠できる逓送函を使用する。

・平成16年11月１日の市町村合併から平成21年３月末まで、職員が公用車で本庁舎－駅南庁舎間及び
　本庁舎－各総合支所間を巡回して公文書を配送。
・平成21年度から信書便事業者への業務委託を開始。
・令和元年度は庁舎移転等、流動的な状況を踏まえ、当該年度に限り単年度契約で業務委託を実施。
・令和２年度～４年度　３年契約で業務委託を実施。

[単位：千円]

令和４年度１２月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

公文書等配送業務委託事業費 総務課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

1,621 令和５年度 1,080 541

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取り組み]

　[今後の取り組み]

　債務負担行為を設定することにより翌年度に向けた業者選定等の準備を開始することができるため、年
度替わりにおいても途切れることなく継続した就労支援が可能となる。

　12月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　令和５年１月　公募型プロポーザル
　　　　　２月  業者選定
　　　　　３月　参加者募集及び面談
　　　　　４月　契約締結、支援開始

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　生活困窮者自立支援法に基づき、ひきこもり状態にある者や長期間就労ができない者など、雇用による
就労が著しく困難な生活困窮者に対し、就労に必要な知識の習得及び就労に向けての生活習慣の獲得など
基礎的な能力向上のために必要な訓練を実施し、生活困窮者の自立を図ることを目的とする。

　直ちには一般就労が困難な生活困窮者に対し、日常生活支援や社会生活自立支援などの就労に必要な訓
練を実施する。(委託事業)

　平成25年度から事業を実施している（平成25～26年度は国のモデル事業）。
　平成30年度からは、前年度の12月補正において債務負担行為を設定し、４月１日の契約締結と同時に支
援を開始している。
　令和２年度からは、生活福祉課が実施する被保護者に対する就労支援事業と共同で事業を実施してい
る。

[単位：千円]

令和４年度１２月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

生活困窮者就労準備支援事業費 人権推進課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

822 令和５年度 411 411

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取り組み]

　[今後の取り組み]

[単位：千円]

令和４年度１２月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

生活困窮世帯の子どもに対する学習支援事業費 人権推進課

　債務負担行為を設定することにより翌年度に向けた業者選定等の準備を開始することができるため、年度
替わりにおいても途切れることなく継続した学習支援が可能となる。

　12月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　令和５年１月　公募型プロポーザル
　　　　  ２月　業者選定
　　　　　３月　参加者募集
　　　　　４月　契約締結、支援開始

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　生活困窮世帯の児童・生徒に対し、学習習慣の習得支援や学習指導を行うことにより、学習意欲及び学力
の向上を図ることを目的とする。

　学習教室を市内に開設し、支援対象者に対し学習支援を行う（委託事業）。

　生活保護世帯の児童・生徒に対する学習支援（平成25年度から）、ひとり親家庭の生徒に対する学習支援
（平成29年度から）及び生活困窮世帯の児童・生徒に対する学習支援（令和２年度から）を、生活福祉課、
こども家庭課、人権推進課（中央人権福祉センター）の３課共同事業として実施している。
　平成30年度からは前年度の12月補正において債務負担行為を設定し、４月１日の契約締結と同時に支援を
開始している。
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

9,711 令和５年度 4,855 4,856

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取り組み]

　[今後の取り組み]

[単位：千円]

令和４年度１２月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

若者定住促進事業費 政策企画課

　債務負担行為を設定することにより翌年度に向けた業者選定の準備を開始することで、切れ目のない婚
活支援が可能となる。

　12月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　令和５年１月　公募型プロポーザル
　　　　　２月　業者選定
　　　　　４月　契約締結、事業開始

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　結婚を希望する若者に対し、出会いの場を提供することで結婚による若者定住を促進し、圏域人口の増
加を図る。

　麒麟のまち婚活サポートセンターを運営し、趣味・趣向に応じた様々な婚活イベントを年間を通じて企
画・開催し、出会いの機会を創出する。また、婚活コーディネーターを配置し、メールや電話、各種SNS等
による相談に対応するとともに、イベント等で成立したカップルに対するフォローアップを行う。

　平成26年度より婚活サポートセンターの運営を補助事業により開始した。平成29年度からは委託事業と
し、公募型プロポーザルにより事業者を選定して、実施している。平成31年３月には、対象を麒麟のまち
圏域に拡大し、圏域全体で連携した婚活支援に取り組んでいる。令和元年度には、再度公募型プロポーザ
ルを実施して、事業者を選定するとともに、令和2年度からは実績に応じたインセンティブを採用してい
る。

　現委託者　　　株式会社エムアンドエムドットコー
　事業費　　　　令和２年度～令和４年度　26,446千円
　成婚報告数　　令和２年度：８組、令和３年度：７組、令和４年度（９月末時点）：３組
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

484,423 令和５年度～令和10年度 484,423

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取り組み]

　[今後の取り組み]

　12月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　令和５年２月～３月：業者選定
　令和５年４月～令和６年３月：システム構築
　令和５年10月～：一部運用開始
　令和６年４月～：運用開始

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　現行の内部事務システムは平成22年に導入し、平成29年にサーバのクラウド化、令和元年にソフトウェ
アのバージョンアップにより長寿命化を行ってきたが、令和５年度末に現行システムの利用期限が迫って
いるため、新たな内部事務システムへの更新を行う。

　平成22年度に構築した内務事務システムが、令和５年度末でソフトウェアの保守期限が満了するため、
保守期限までに内部事務システム更新を行う必要がある。また、行政DXに向け人事給与システム統合及び
文書電子化・電子決裁等の機能拡充を図る。
・構築費用：312,317千円（税込）
・保守費用（５年分）：172,106千円（税込）（年額：34,421千円）

平成22年10月：一部稼働
平成23年４月：全部稼働
～平成28年３月：通常保守
～平成29年３月：延長保守（機器）
平成29年４月～：仮想環境稼働
平成30年４月：利用延長によるソフトウェアのバージョンアップ実施（V2.1→V2.3）
平成30年４月～令和６年３月：利用延長

[単位：千円]

令和４年度１２月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

内部事務システム更新業務費 情報政策課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

13,115 令和５年度 8,743 4,372

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取り組み]

　[今後の取り組み]

　債務負担行為を設定することにより翌年度に向けた業者選定等の準備を開始することができるため、年
度替わりにおいても途切れることなく継続した就労支援が可能となる。

　12月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　令和５年１月　公募型プロポーザル
　　　　　２月  業者選定
　　　　　３月　参加者募集及び面談
　　　　　４月　契約締結、支援開始

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　就労意欲が低い者や基本的な生活習慣に課題を有する者など、就労に向けた課題をより多く抱えた被保
護者に対しては、ボランティア活動等の体験を通じ、就労に必要な基礎能力の習得社会参加及び就労に対
する意欲を高める支援を行うとともに、稼働能力の活用が不十分と思われる被保護者に対しては、職業訓
練、就労体験等の就労支援を行い、生活保護世帯からの自立を図ることを目的とする。

　支援対象者に対し、就労意欲の喚起から自立に至るまでの総合的な支援を行う（委託事業）。

　平成25年度から事業を実施している（平成25～26年度は国のモデル事業）。
　平成30年度からは、前年度の12月補正において債務負担行為を設定し、４月１日の契約締結と同時に支
援を開始している。
　令和２年度からは、人権推進課（中央人権福祉センター）が実施する生活困窮者に対する就労支援事業
と共同で事業を実施している。

[単位：千円]

令和４年度１２月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

被保護者就労準備支援事業費 生活福祉課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

2,794 令和５年度 1,396 1,398

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取り組み]

　[今後の取り組み]

[単位：千円]

令和４年度１２月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

生活保護世帯の子どもに対する学習支援事業費 生活福祉課

　債務負担行為を設定することにより翌年度に向けた業者選定等の準備を開始することができるため、年
度替わりにおいても途切れることなく継続した学習支援が可能となる。

　12月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　令和５年１月　公募型プロポーザル
 　　　　 ２月　業者選定
　　　　　３月　参加者募集
　　　　　４月　契約締結、支援開始

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　生活保護世帯の児童・生徒に対し、学習習慣の習得支援や学習指導を行うことにより、学習意欲及び学
力の向上を図ることを目的とする。

　学習教室を市内に開設し、支援対象者に対し学習支援を行う（委託事業）。

　生活保護世帯の児童・生徒に対する学習支援（平成25年度から）、ひとり親家庭の生徒に対する学習支
援（平成29年度から）及び生活困窮世帯の児童・生徒に対する学習支援（令和2年度から）を、生活福祉
課、こども家庭課、人権推進課（中央人権福祉センター）の３課共同事業として実施している。
　平成30年度からは前年度の12月補正において債務負担行為を設定し、４月１日の契約締結と同時に支援
を開始している。
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

10,296 令和５年度 4,984 11 0 0 5,301

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取り組み]

　[今後の取り組み]

　債務負担行為を設定することにより翌年度に向けた業者選定等の準備を開始することで、切れ目のない
学習支援が可能となる。

　12月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　令和５年１月　公募型プロポーザル
　　　　　２月　業者選定
　　　　　３月　参加者募集
　 　 　　４月　契約締結、支援開始

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　ひとり親家庭の生徒に対し、学習習慣の習得支援や学習指導を行うことにより、学習意欲及び学力の向
上を図ることを目的とする。

　学習教室を市内に開設し、支援対象者に対し学習支援を行う（委託事業）。

　生活保護世帯の児童・生徒に対する学習支援（平成25年度から）、ひとり親家庭の生徒に対する学習支
援（平成29年度から）及び生活困窮世帯の児童・生徒に対する学習支援（令和2年度から）を、生活福祉
課、こども家庭課、人権推進課（中央人権福祉センター）の３課共同事業として実施している。
　平成30年度からは前年度の12月補正において債務負担行為を設定し、４月１日の契約締結と同時に支援
を開始している。

[単位：千円]

令和４年度１２月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

ひとり親家庭学習支援事業費 こども家庭課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

30,426 令和４年度～令和５年度 4,391 26,035

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取り組み]

　[今後の取り組み]

　今後とも鳥取市管理の第１種漁港として適正な維持管理を行う。
　12月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　（１）１月：指名競争入札
　（２）２月：工事発注
　（３）３月～４月：冬季風浪による航路・泊地の堆砂除去。
　　　　※鳥取県発注の塩見川河床掘削工事と調整を取りつつ施工
　（４）10月～11月：次期冬季風浪による堆砂対策として浚渫実施
　　　　※酒津・船磯・夏泊は補助事業による浚渫を併せて実施予定

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　 鳥取市管理の第１種漁港（岩戸、船磯、夏泊、長和瀬）における漁業者の安全安心な操業及び安定的な
漁業経営を図るため、水域施設である航路・泊地の適正な維持管理（浚渫）を行う。

　水域施設である航路・泊地の浚渫工事を実施し、入出港時の安全確保、出漁日数の増加を図る。
　○浚渫量　岩戸漁港　　　1,200 
　　　　　　船磯漁港　　　4,100 
　　　　　　夏泊漁港　　　　700 
　　　　　　長和瀬漁港　　1,900 
　　　　　　---------------------
　　　　　　　合計　　　　7,900 

　 冬季風浪における堆砂除去は３月末工期の工事及び次年度５月発注の工事により対応してきた。この間
約１～２か月間漁業者は出入港の際の座礁の危険にさらされ、出漁日数の減少を余儀なくされてきた。ま
た、冬季出漁のため堆砂対策として10月～11月に浚渫を実施してきた。

[単位：千円]

令和４年度１２月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

漁港施設維持管理事業費 林務水産課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

7,500 令和４年度～令和５年度 7,500

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取り組み]

　[今後の取り組み]

　12月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュ－ルは次のとおり。
  令和５年２月　契約締結に向けた事前準備
　　　　　３月　委託契約の締結・業務指示

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　河川パトロールや市民からの情報提供により発見される河川施設の損傷等による河川の異常について
は、市民生活の安全を確保するために早急の対応が必要である。
　新年度からの入札では、業者決定までに期間を要し、早急な対応が出来ないなどの問題が生じるため、
債務負担行為を設定し、すき間のない対応を行い市民生活の安全・安心を確保する。

●河川維持管理業務
（１）河川施設緊急修繕業務
（２）魚死骸回収業務

　河川施設の損傷について修繕を行い、施設の機能維持を図っている。また、魚の死骸について回収対応
を行い、悪臭・水質悪化の防止に努めている。

[単位：千円]

令和４年度１２月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

河川維持管理業務費 都市環境課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

116,084 令和４年度～令和５年度 116,084

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取り組み]

　[今後の取り組み]

　12月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　令和５年２月下旬　入札準備
　　　　　３月中旬　契約締結・修繕指示

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　道路パトロールや市民からの情報提供により発見される道路施設の損傷については、道路利用者の安全
を確保するために早期の修繕が必要である。毎年、前年度の契約が終了する３月中旬から新年度の入札に
よって業者が決定する４月上旬まで対応が行えない期間が発生し、その対応に苦慮してきた。
　そのため、債務負担を設定し、すき間のない修繕等の対応を行い、道路利用者の安全・安心を図る。

●維持工事
（１）土木　側溝補修、道路法面補修等
（２）造園　倒木処理、剪定業務
（３）舗装　道路陥没の補修等
（４）交通安全　ガードレール・カーブミラー等の補修
（５）電気　街路灯の補修等

　道路施設の損傷について早期の修繕を行い、施設の機能維持を図っている。

[単位：千円]

令和４年度１２月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

一般道維持工事費 道路課
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特 別 会 計 

（予算事業別概要） 





（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 110 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 110 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 110 0 

墓苑費

目 墓苑費

補正前額 8,827 

要求額 110 

総務部長段階査定額 110 

墓苑事業費特別会計 【問合せ先】生活衛生係 0857-30-8083 

【１１次総の施策体系】3201 

【事業の経過及び背景】
　市営墓地は、鳥取地域に５か所（円護寺墓地、丸山墓地、いなば墓苑、末恒墓
苑、第二いなば墓苑）、支所地域に５か所（福部墓苑、寺住霊園、姉泊墓地、下坂
本墓地、出合墓地）、計10か所あり、その維持管理を適正に行ってる。

【事業の目的及び効果】 
　市営墓地の適正な維持管理を行うことで、墓石等の保護及び参拝者の安全を確保
する。 

【事業の内容】 
　燃料費高騰に伴う光熱費の増額。

　※その他財源の使用料は、その他墓地等使用料

款 墓苑費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

110 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

墓００１ 項　　目　　名 墓地管理費

予算書項目 墓地管理費 ページ 119 所　　属　　名

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,287 諸収入 0 

計 2,287 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,287 0 

介護認定審査費

目 介護認定審査費

補正前額 14,104 

要求額 2,287 

総務部長段階査定額 2,287 

介護保険費特別会計 【問合せ先】介護保険係 0857-30-8212

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　加齢による病気等で介護が必要な人に介護サービスを提供する制度として、国民
の共同連帯の理念に基づき、平成12年４月に創設された介護保険制度を円滑に運用
するための事業。

【事業の目的及び効果】
　要介護・要支援認定審査のための訪問調査を事業所の認定調査員に委託する。平
成18年度から、新規申請分は市が直接行っているため、更新・変更申請分を委託す
る。

【事業の内容】
　介護サービス事業所に委託している要介護・要支援認定審査（更新・変更申請
分）のための訪問調査について、実績見込の増による委託費の増。

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

介００１ 項　　目　　名 介護認定審査費（認定調査委託費）

予算書項目 介護認定審査費 ページ 133 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 500 500 

一般財源 0 諸収入 0 

計 500 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 500 0 

償還金及び還付加算金

目 第１号被保険者保険料還付金

補正前額 4,000 

要求額 500 

総務部長段階査定額 500 

介護保険費特別会計 【問合せ先】介護保険係 0857-30-8212

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　加齢による病気等で介護が必要な人に介護サービスを提供する制度として、国民
の共同連帯の理念に基づき、平成12年４月に創設された介護保険制度を円滑に運用
するための事業。

【事業の目的及び効果】
　介護保険料の過年度に発生した過誤納分について、当該年度に還付するもの。

【事業の内容】
　所得の修正や死亡により、過年度に発生した介護保険料の過誤納分還付につい
て、実績見込による増。

　※その他財源の繰入金は、介護保険給付費等準備基金繰入金

款 諸支出金

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

介００２ 項　　目　　名 保険料過年度分還付金

予算書項目 保険料過年度分還付金 ページ 135 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 131 0 

一般財源 109 諸収入 0 

計 570 その他 131 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 570 0 

包括的支援事業費

目 包括的支援事業費

補正前額 42,135 

要求額 570 

総務部長段階査定額 570 

介護保険費特別会計 【問合せ先】鳥取市中央包括支援センター 0857-20-3457

【１１次総の施策体系】1202（実施計画関連事業）

【事業の経過及び背景】
　本市では認知症施策推進大綱に沿って認知症施策を重点的に推進しており、認知
症地域支援推進員の配置や認知症カフェ運営事業費補助金制度の創設等に取り組ん
でいる。

【事業の目的及び効果】
　認知症地域支援推進員を中心に、認知症の人の状態に応じた必要な医療・介護等
のサービスが効果的に行われるようにするために支援体制を構築するとともに、地
域の認知症ケアの向上を図るための取組を推進する。

【事業の内容】
　令和２年度より再編・拡充を進める地域包括支援センターに認知症地域支援推進
員を順次配置し、地域に密着した認知症施策の取組を推進する。

・人件費の決算見込みによる補正
・認知症地域支援推進員出向負担金（時間外手当分）の増

　※その他財源のその他は、介護保険料

款 地域支援事業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 330 0 

介００３ 項　　目　　名 認知症地域支援・ケア向上事業費

予算書項目 認知症総合支援事業費 ページ 135 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

温００１ 項　　目　　名 維持管理費

予算書項目 維持管理費 ページ 151 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R4

温泉事業費特別会計 【問合せ先】観光政策係 0857-30-8291 

【１１次総の施策体系】2202 

【事業の経過及び背景】
　本市が管理する鹿野温泉及び浜村温泉は一般家庭、観光宿泊施設、福祉施設など
約280件の受益者へ配湯しており、安定的に温泉を供給するため、源泉施設や配湯
施設、配湯管等の適正な維持管理を行う必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　安定した温泉供給を図るため、配湯施設の適正な維持管理等を行う。 

【事業の内容】 
・温泉施設の維持管理等を担当する会計年度任用職員の時間外勤務手当：101千円
・燃料費高騰に伴う光熱費の増額：4,323千円
・その他（委託料等）の実績見込による減額：▲1,029千円

　※その他財源の負担金は、温泉配湯負担金
　※その他財源の使用料は、温泉使用料
　※その他財源のその他は、前年度繰越金他

款 温泉事業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

1,273 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,395 1,650 

温泉事業費

目 温泉管理費

補正前額 45,141 

要求額 3,395 

総務部長段階査定額 3,395 

地方債 0 0 

その他 3,395 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 3,395 その他 472 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

観００１ 項　　目　　名 温泉施設管理費

予算書項目 温泉施設管理費 ページ 165 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R4

観光施設運営事業費特別会計 【問合せ先】観光政策係 0857-30-8291 

【１１次総の施策体系】2202 

【事業の経過及び背景】
　浜村温泉館は休館中の施設であるが、小規模作業所が施設の一部を使用している
ことから、必要最少限の経費により施設の維持管理を行っている。

【事業の目的及び効果】
　燃料費高騰により値上がりした電気料金や自家用電気工作物の修繕に対応し、浜
村温泉館の適正な維持管理に努める。

【事業の内容】
・燃料費高騰に伴う浜村温泉館光熱費の増額　172千円
・浜村温泉館施設修繕費(自家用電気工作物の収納ボックス)　58千円

　※その他財源の諸収入は、浜村温泉館使用料

款 観光施設費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 230 0 

観光施設事業費

目 温泉施設管理費

補正前額 4,299 

要求額 230 

総務部長段階査定額 230 

地方債 0 0 

その他 39 0 

一般財源 191 諸収入 39 

計 230 その他 0 

行財政改革課処理欄

- 81 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 152 0 

一般財源 0 諸収入 150 

計 152 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 152 0 

総務管理費

目 維持管理費

補正前額 5,412 

要求額 152 

総務部長段階査定額 152 

電気事業費特別会計 【問合せ先】環境政策係 0857-30-8082 

【１１次総の施策体系】3201 

【事業の経過及び背景】 
　国内では、東日本大震災の原子力発電所の事故を契機に、自然エネルギーを活用
した発 電に注目が集まっている。平成24年７月１日には「電気事業者による再生可
能エネルギ ー電気の調達に関する特別措置法」が施行され、再生可能エネルギーへ
の事業参入が促進 されている。 

【事業の目的及び効果】 
　本市では、「第３期鳥取市環境基本計画」において再生可能エネルギーの利用を
重点項 目として位置付けており、エネルギー自給率の向上、地球温暖化防止の観点
から、本市に おける電力の地産地消を推進するため、市有地を有効活用して太陽光
発電事業に積極的に 取り組んでいる。 

【事業の内容】 
　燃料費高騰に伴う光熱費の増額。

　※その他財源の財産収入は、電気事業基金積立金利子
  ※その他財源の諸収入は、売電収入

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 2 

電００１ 項　　目　　名 青谷町いかり原維持管理費

予算書項目 維持管理費 ページ 187 所　　属　　名

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R4
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